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第1章 序説  

この研究は、高度情報化と経済のグローバル化の同時進行により発展しつつ  

ある電子商取引における、国際的租税回避の可能性の問題を究明しようとして  

いる。   

この間題に関して、OEDC租税委員会の作成した「電子商取引：課税の基  

本的枠組」報告書‖）は、各国の課税主権の維持と電子商取引から生じる課税ベ  

ースの各国間での公平な配分が必要であると述べ、国際間の二重課税や意図せ  

ざる課税の空白を回避する必要があると指摘している。これは、本稿の課題に  

ついての一般的なアプローチを示したものといえる（2）。   

本研究では、国家間の税収配分よりも、むしろわが国の課税主権の維持とい  

う観点から、次のような方法で研究を進めることとした。まず、電子商取引を  

利用して国際取引を行なった場合に生じる「課税の空白（doublenon－taXation）」  

について考察し、その対応策を検討する。具体的には次の2つの課税の空白を  

論点とする。ひと■っは、居住者がボートフォリオ投資をインターネットを通じ  

て直接行った場合に、海外で発生した投鄭こ係る資本所得が課税繰延べとなる、  

という課税の空白の問題である。もうひとつは、法人は一般的にその設立地が  

居住地国とされるが、居住者がインターネットを利用してタックス・へイブン  

に法人を設立した場合には、その法人の実質的な居住地国においては、その稼  

得する国外所得が課税されないことになる、という課税の空白の問題である。  

次に、その延長線上の問題として、国際取引の容易性・低コスト化とネット情  

報の普及がもたらすかもしれない国際的な「租税回避」について、その否認の  

方法について考察する。  

〔注〕  

（1）ElectronicCommerce：TaxationFrameworkConditions，AReportbytheCom－   

mitteeonFiscalA勤irs，OECD   

1998年10月のOECDオタワ閣僚級会議において公表されている。この報告書は、   

現時点における電子商取引に関する基本的な考え方と今後の課題についてまとめた   
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もので、電子商取引に適用される5つの一般課税原則として、①中立性、②効率性、   

（診確実性及び簡素性、④実効性及び公平性、⑤柔軟性、を明記し、電子商取引にも   

伝統的課税」京則が適用されるべきであるとしている。これを解説したものに、渡辺   

智之「電子商取引に関するOECD租税委員会報告書について」租税研究98・12，   

88～100貢、同「電子商取引に関する課税問題について－OECD租税委員会報告   

書の解説－」国際税務Vol．18．No．12．10～16貢。  

（2）OECDオタワ閣僚級会議以前の電子商取引に関する国際的議論をまとめたもの   

として、増井良啓「電子商取引と国際課税」租税研究98・9，80～90頁。   
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2章 問題の背景   

1 電子商取引の国際課税への影響   

商取引における誘引、申込、承諾、履行の一部又は全部がインターネット   

で行われることを電子商取引とするならば、誘引、申込、承言若の電子化は、   

従来の取引における情報通信手段の高度化と位置付けられる。また、履行の   

電子化は流通や取引対象の革新であり、決済手段の革新ということができる。   

履行が電子化され得るのは情報・知識の取引であり、具体的には情報のデジ   

タル化により可能となったデジタル・コンテンツのオンライン取引や、イン   

ターネットのインタラクティブ機能により実現されるオンラインサービスで   

あろう。決済は従来から金融機関やクレジット会社等のネットワークでは電  

子化されていたが、インターネットでこれらの機関へ決済情報を通知するこ   

とにより、決済の電子化も普及しつつある。そして、電子商取引においては、   

地理的な距離や国境が障害とならないので、国際的な商取引が容易になると   

いう効果が生じる。   

ところで、インターネットは国際取引を行う手段および世界中のデジタル  

情報の共有化をもたらした。このことは、従来はグローバルなネットワーク  

や情報を持たなかった中小法人や一般個人が、国際取引を行うことを可能に   

した（いわば国際取引が大衆化した）。特に金融・投資分野においては、そ   

の提供されるサービス（投資に対するリターン）の比較が容易なため、居住  

者の海外への投資を促進し、資本所得の可動性が高まることが予想される。   

また、取引主体に目を転じると、電子商取引に利用されるサーバーをビジネ   

ス拠点とみるならば、その国際的な移動は容易であるし、法人の設立手続き   

がインターネットで可能となれば、設立準拠法主義をとる国であれば、法人   

の居住地を自由に選択できる。納税主体としての法人居住地の可動性が高ま   

ることになる。   

このようにインターネットによる国際取弓はミ増加し、居住者による海外投  

資が促進され、また、納税主体としての法人の居住地国の変更が行なわれる   
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ようになると、国際課税の分野にも少なからず影響が及ぶことになる。   

課税当局による課税やその権限が国境によって画されているため、国外投  

資所得の課税や国際取引の捕捉には限界がある。一方、資産や取引のみなら  

ず納税主体も容易に国境を越えることができる。そして、国境を越えた資産  

や納税主体により稼得される所得には、わが国の課税権が及ばない場合があ  

る。この結果、国際的な電子商取引においてはいわゆる「課税の空白」が起  

り得る。そして、課税当局の課税や権限の限界に着眼した、国際取引を利用  

する「租税回避」が行われる可能性も生じる。そこで本研究では、次のよう  

な問題について考察することとした。  

（1）資本所得の可動性から生じる問題  

インターネット等を利用したオフショア金融センターヘの投資は、それ   

を薦める書籍も書店に並び、電子商取引の普及によりますます容易になる   

であろう。オフショア・ファンドは現地では課税されないし、利益を分配   

しないで蓄積するロールアップ・ファンドが主体であるため、実際に分配   

されるまでは投資家において課税が繰延べとなる。このような居住者によ   

る資本所得の国外逃避は、たとえそれが租税目的以外であっても、そのま   

ま租税回避のインセンティブともなり得る。  

（2）法人居住地の可動性から生じる問題  

インターネットで検索すると、節税対策やビジネス経費節減のためにタ   

ックス・へイブンに会社を設立することを勧める広告がみられる。これを   

利用すれば、日本に居ながらにして容易かつ安価に外国法人を設立するこ   

とができることになる。制限納税義務者である外国法人（：‖は、内国法人   

よりも課税上有利であり、その様得した国外所得は日本における課税を回   

避し得る。  

（3）国際取引を利用した租税回避  

インターネットによる国際取引の容易性・低コスト化や情報の共有化は、   

国際取引を利用したタックス・プランニングの普及を促す。しかし、国際   

取引を組み込んだ租税回避スキームや、これをパッケージ化した行き過ぎ   
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た節税商品が普及する可能性もあり、資本関係を前提とした租税回避防止  

策が機能しないことも予想される。  

2 現行の国際的租税回避規制税制（4）とその限界   

このような課税の空白や租税回避が生じる要素として、タックス・へイブン   

および租税優遇措置を有する国や地域の存在がある。なぜなら、これらの国   

に所得を隔離することにより、自国での課税を回避することができるからで   

ある。しかし、従来からこれらを利用した国際的租税回避（5）は存在していた   

し、これに対抗するための措置も各国で用意されていた。本論に入る前に、   

その主な対抗措置とその機能について整理することとする。   

国際的租税回避には、原則として租税条約ネットワークの外にあるタック   

ス・へイブンを利用したものと、租税条約のネットワークを利用したトリイ   

テイ・ショッピング（TreatyShopping）があるが、対抗措置の代表的なと   

しては次のようなものがある。  

（1）タックス・へイブン対策税制（6）  

例えば、ポートフォリオ投資は、通常その投資所得を非課税としている   

国に対してなされるが、タックス・へイブン子会社を通じて行えば、その   

子会社が受取る投資所得はタックス・へイブン国では課税されない。その   

結果、親会社においては、子会社から配当があるまではその投資所得への   

課税は繰り延べられる。  

これを規制するためのアプローチの中心は、被支配外国法人の留保所得  

を内国株主の所得に合算課税するものであり、次の2つのアプローチがあ  

る。   

イ 取引的（transactional）アプローチ  

タックス・へイブンに居住する被支配外国法人と、それ以外の国に居  

住する被支配外国法人とを区別せず、ある一定の所得＝ティンティツド・  

インカム（taintedincome：弊害所得＝合算又は帰属所得）を被支配外  

国法人が稼得した場合は、そのティンティツド・インカムのうちの未分   
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配所得は内国株主に帰属させる。米国、カナダ等がとるアプローチで、  

タックス・へイブンの定義は不要となる。   

ロ 地域指定（designatedjurisdiction）アプローチ  

被支配外国法人が居住して事業を遂行している場所に焦点を当て、被  

支配外国法人がタックス・へイブンに居住していれば、原則として被支  

配外国法人の未分配所得をすべて内国株主に帰属させる。ただし、当該  

被支配外国法人が真に事業活動に従事している場合には適用除外規定が  

ある。日本、英国、フランス等がとるアプローチで、タックス・へイブ  

ンの定義が問題となる。  

（2）トリーテイ・ショッピングの規制（7）  

租税条約は二国間で相互に源泉徴収税率の減免や、特定の所得の非課税   

を規定し、条約上の恩典を与えている。第三国の居住者は、本来その者が   

付与されていないその条約上の恩典を得ることを目的として、自己に有利   

な条約締結国に子会社を設け、その子会社を経由して取引を行うことによ   

り、条約上の恩典を享受することができる。  

これを規制するためのアプローチには次のようなものがあり、原則とし   

て、一定の要件を満たさない居住地国法人に対して支払われる所得につい   

ては、源泉地国において条約上の恩典を認めない、というものである。   

イlook血ro11ghアプローチ  

条約相手国の居住法人に条約上の恩典の享受を認められるのは、その  

法人が相手国の個人の居住者によって所有されている場合に限る、とい  

う考え方による。すなわち、法人の所得は最終的には配当という形式で  

株主に還元されるのであるから、条約の恩典は、その効果が条約相手国  

に居住している個人株主に及ぶ場合のみ有効で、その効果が非居住者株  

主に及ぶことを防止する川）。1995年日仏改訂条約の「適格居住者」概念  

の導入はこのアプローチである。   

ロ exclusionアプローチ  

ルクセンブルグのホールディング・カンパニーのように、一定のカテ   



249  

ゴリーの法人に対して非課税や負担減免という措置が論じられている国   

がある。条約相手国にこのような制度がある場合には、そのような減免   

措置を受けている法人を条約上の恩典の対象外とするアプローチである。   

わが国の条約では、1992年対ルクセンブルグ条約25条（持株会社）にみ  

られる。   

ハ subject－tO－taXアプローチ  

源泉地固から支払われる所得が、居住地国の受領法人において通常の   

課税の対象となる場合においてのみ条約上の恩典を認める、というアプ  

ローチである（9）。   

ニ channelアプローチ  

条約相手国の居住法人が第3国の居住者によって実質的に支配されて   

いるような場合で、その居住法人の所得の「相当部分」が第3国居住者   

へ流出するような場合には条約は適用しない、というアプローチであ  

る（t8） 

ホ bona丘de条項（真正条項）  

上記4類型は、いわば形式基準によってトリーテイ・ショッピングを   

規制しようとするものである。しかし、これらの基準に該当する法人で   

も、トリーテイ・ショッピング目的で設立されたものではなく、居住地   

国において真正な事業活動を行っているような場合には、条約上の恩典   

が認められる。4類型の補完基準として条約上の恩典の享受を担保する  

役割を担う基準である。   

以上、現行の国際的租税回避の規制税制について、その代表的なものを挙  

げた。しかし、タックス・へイブン対策税制は、国内法によるもので、基本  

的には親子会社関係を前提として、一定の条件のもとにタックス・へイブン  

子会社に留保された所得を親会社に合算課税しようとするものである。した  

がって、一定の資本関係に該当しない場合は適用できない。また、法規制の  

仕方によっては、被支配外国法人の稼得した所得の種類がティンティツド・  

インカムでない場合、または被支配外国法人の所在地が非タックス・へイブ   
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ン地域の場合にも、原則として適用できない。また、トリーテイ・ショッピ  

ング規制は、租税条約の本来的な適用対象者以外の者がその恩典を享受する  

ために、その条約を濫用することを防止する、条約上の規制である。したが  

って、租税条約にトリーテイ・ショッピング防止規定が存在する場合のみ、  

適用される。   

このように現行の国際的租税回避の規制税制の適用には限界がある。一方、  

電子商取引には従来の商取引にはない可能性がある。本研究は、電子商取引  

の普及が現行の規制税制の限界を明確化し、国際的租税回避の可能性が増す  

のではないか、ということを論点としている。  

〔注〕  

（1）法人税法4条2項、外国法人は国内源泉所得を有する場合に法人税の納税義務者   

となる。  

（2）国際的租税回避とその規制税制を整理したものとして、“InternationalTaxAvoi－   

danceandEvasion（fourrelatedstudies）”，OECD，1987、がある。また、これを   

解説したものとして、小松芳明「租税回避行為と国際課税問題－OECD報告書を中   

心に－」日税研論集14号『租税回避行為』（日本税務研究センター、1990年）、平   

石雄一郎「国際的租税回避についてのOECD委員会報告」租税研究89・2，27～36   

頁、徳永匡子「国際的租税回避と脱税について－OECD報告書の概要－」国際税務   

Vol．7No．9，2l～31頁。  

（3）国際的租税回避の定義および方法については、宮武敏夫「国際的脱税および租税   

回避」租税法研究10号『国際租税法の諸問題』（有斐閤、1982年）32～43貢。  

（4）占部裕典「タックス・へイブン税制」村井正編『租税条約の研究』（法研出版、   

1990年）48～58頁、同「タックス・へイブン対策税制の現状と課題」ジュリストNo．   

1075，31～37頁。  

（5）大杉海「トリーテイ・ショッピングとその規制－いわゆる“導管法人”（Conduit－   

company）を中心として－（上）（下）」国際税務Vol．9No．4（36～41頁）、No．5   

（32～37頁）、同「トリーテイ・ショッピングとその規制－ConduitCompanyを中   

心として－」租税研究89・2、18～26頁、川端康之「トリーテイ・ショッピング」   

ジュリストNo．1075 38～46頁。また、米国のトリーテイ・ショッピング対策につい   

ては、矢内一好『租税条約の論点』（中央経済社，1997年）251～261頁。  

（6）1989年米独改訂条約28条1項（e）（aa）にみられ外国所有テスト払reign ownership－   

test）とも呼ばれる。  

（7）1994年米仏改訂条約30条5項にみられる。   
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（8）1989年米独改訂条約28条1項（e）（bb）にみられ、「相当部分」は総所得の50％超。   

ベース侵食テスト（baseerosiontest）とも呼ばれる。   
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第3章 資本所得の可動性と課税の空白   

1 電子商取引の普及とオフショア・ファンドへの直接投資   

我が国において、金融資産が海外の租税優遇措置を求めて国外に逃避する   

ことについては、従来から指摘されていた（1）。この金融資産の国外逃避が、  

1998年4月の改正外国為替管理法施行により、高率での資金運用が期待でき   

る海外での預金口座開設が自由化されたことから、今後は加速するこが予想   

される。さらにインターネットによる投資情報の提供と投資商品のオンライ   

ン販売の普及は、居住者による外国投資ファンドの直接利用を促す可能性が   

ある。   

従来、国内に拠点をもつ金融機関を利用して投資を行ってきた中小法人や   

個人投資家でも、インターネットの検索システムを利用すれば、簡単に外国   

の投資情報を入手することができるし、集団投資スキームを利用すれば、最   

低投資単位も比較的小口で行うことができる。また、海外のオンライン証券   

会社が、日本の1，200兆円といわれる個人金融資産をターゲットにホームペー   

ジに日本語で広告を載せることも考えられる。   

投資家にとっては、税引後の利回りが重要であるから、ポートフォリオ投   

資から生ずる資本所得は源泉徴収課税を嫌うが、国内の支払代理機関を通じ   

ないボートフォー」オ投資所得は源泉徴収の対象とならない。さらにオフショ   

ア・ファンドは、通常ポートフォリオ投資所得に源泉税を課さないタックス・   

へイブンや租税優遇措置を採る国に設立されるので、その投資所得はファン  

ドの所在地国においても源泉徴収されない。そして、ファンドの所在地国に   

その投資所得が留保されて、投資者における課税が繰延べられるならば、こ   

こにボートフォリオ投資における課税の空白の問題が生じる。   

この間題を検討するにあたっては、OECD租税委員会の次の2つの報告   

書が参考になると考える。  

2 「有害な税の競争：起こりつつある国際間題」報告書   
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1998年4月、OECD租税委員会が取りまとめた「有害な税の競争：起こ  

りつつある国際間題」報告書（2）が公表された。この報告書は、国際的な資本  

移動の自由化を背景に、経済活動の地理的な移動が容易（ニ‖になり、外国から  

の資本を誘致するために各国間で税の引下げ競争が生じている。行き過ぎた  

税の競争（税のダンピング）の問題（4）は、一国だけでは対応が困難であり、  

国際協調が必要である、という認識にたっている。そして、金融その他のサ  

ービス活動の地理的に移動可能な活動に焦点をあて（5）、有害な税の競争に対  

抗する手段を開発する目的で作成されたものである。   

同報告書は、この間題についての国際協調が期待できない「タックス・へ  

イブン」と、それが期待できる「有害な租税優遇措置」を区分し（6）、それぞ  

れを識別するキーファクターを次のように規定している。  

（1）タックス・ヘイブン   

イ その管轄地が無税もしくは名目上の課税しか行っていない。   

ロ 無税もしくは名目上の課税の恩恵を受けている納税者に関して、有効  

な情報交換制度が欠如している。   

ハ 税務行政実務において透明性が欠如している。   

ニ 実質的活動がないこと。  

（2）有害な租税優遇措置   

イ その措置によって当該所得に対する実効税率が低いかゼロであること。   

ロ その措置は、提供国の国内市場から部分的または全体として隔離され  

ている。すなわち居住している納税者がその特典を利用することを排除  

したり、措置から恩恵を受ける企業は国内市場での営業を禁止される等   

の、「囲い込み（ringfencing）」が行われている。   

ハ その措置の運用にあたって透明性が欠如している。   

ニ その措置の運用から恩恵を受ける納税者に関しての有効な情報交換が  

行われていない。   

報告書は最終的に19の勧告を行っている。その勧告は、（∋他の諸国の黙認  

を必要としないゆえに採用が容易な一国の対抗手段（国内立法に関する勧   
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告）、（診租税条約を通じた二国間のアプローチ（租税条約に関する勧告）、  

③もっとも採用が困難な多国間の対応（国際協力の強化への勧告）、の3つ  

区分されている。これらの勧告のうち、本稿において注目したいのは、国内  

法上の措置に関する勧告2の「外国投資ファンド（FIF：ForeignInvestment  

Fund）対策立法もしくはそれと同等のルールに関する勧告」（7）である。外  

国投資ファンド対策立法（FIFルール）は、外国投資ファンドに留保され  

た利益について、その繰延べを認めないというものである。  

3 ポートフォリオ投資および集団投資機構（Cll）における「課税の空自」   

外国投資ファンドの問題については、OECD租税委員会は、「ポートフ   

ォリオ投資および集団投資機構に対する国際課税」という報告書を作成中で   

ある（H）。   

同報告書は、集団投資機構（CII：CollectiveInvestmentInstitution：公   

開市場において金融資産に投資するファンドの総称）に着目し、各国におけ   

るCIIの国内課税上の取扱い、および国内CII若しくは外国CII（特   

にオフショアCII）を通じて行われるクロスボーダーのボートフォリオ投   

資に関する国際課税上の取扱いについて、調査、分析している。そして、こ   

のなかで、「課税の空白」に関して次のように指摘している。   

投資家の居住地国でCIIが「透明な（transparent）」ものとして取扱  

われない限り、オフショアCIIにおいて所得が蓄積（rollup）され、居   

住地国における課税を繰延べることが可能となる。また、投資家がCIIレ   

ベルでの投資所得を、CIIのユニット持分を売却して非課税のキャピタル・   

ゲインとして実現する場合には、課税関係の変更が行われることもある。源   

泉段階およびCIIレベルで投資所得に課税されない場合は、オフショアC  

IIが投資家にとってもっとも有利となるのが通常である。これが典型的な   

オフショア・ファンドのシナリオである。   

また、租税条約が機能しない場合もある。所得の源泉地図との条約におい   

て軽減税率の恩典のない国の居住者である投資家は、その源泉地国との条約   
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上居住者される第3匡ⅠのCIIに投資することにより、条約上の軽減税率の  

適用を受けることができる。さらに、投資家は自国において投資所得の実現  

時における課税を受けない場合もある。   

典型的な課税の繰延べは、外国の主体に留保された投資所得やキャピタル・  

ゲインに投資家の居住地国が課税しない場合に起こる。その所得はCIIの  

居住地国でも課税されないので、結局CIIレベルでの利得に対する課税は、  

投資家がCIIから配当を受けるか、CIIの持分を売却するまで繰延べら  

れる。すなわち、CIIレベルでの利得を再投資するオフショア・ロールア  

ップCIIを通じて保有される株式は、その利得の課税繰延べが可能である。  

したがって、個人投資家は、投資利益が発生ベースで課税される国内CII  

への投資や外国株式への直接投資よりも、オフショアCIIを通じてボート  

フォリオ株式に投資する。   

このように、各国間の集団投資ファンドに対する課税方法の相違が課税の  

空自を生むのである（9）。そして、ここでも外国投資ファンド対策立法（英  

語では、anti－deferralpassiveforeigninvestmentfund（PFIF）ru1es）の導入を  

政策提言している。  

4 集団投資ファンドに対する諸外国の課税方式（■0）   

集団投資ファンドは、「多数の投資家からお力ネを集めてそれを何かに投   

資ないし運用する仕組み」と定義することができる（■■）。この大衆の小口資金   

を「プーリング」して組成したファンドに投資して得た所得は、通常どのよ   

うに課税されるのであろうか。ここで諸外国における集団投資ファンドに対   

する課税方式を整理しておくこととする。   

ファンド投資所得の課税は、ファンド段階と投資家段階の課税に分けられ   

るが、米国やヨーロッパの、いわゆるミューチュアル・ファンドに対する課   

税の考え方は2通りある。ひとつは、米国や英国のように、集団投資の代行   

手段（ビークル）である事業主体（エンティティ）を、その法人格の有無や   

私法上の形態を問わずに、会社法上の事業主体である「会社」や、税法上も   
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法人税を課税する納税主体として捉える考え方である。もうひとつは、その  

他のヨーロッパ諸国のように、そこまで事業主体性を強調しない考え方であ  

る。   

以下、各国における課税方式を概観する。  

（1）米国  

「1940年投資会社法」の規制を受ける。ミューチュアル・ファンドを集   

団投資を代行する事業主体である「投資会社」（12）と捉え、その私法上の形   

態如何を問わず、すべて機能的に「会社」として株式会社的運営を求め、   

原則として法人税を課税するという建前を採っている。したがって、ファ   

ンド段階と投資家段階で二重課税となる。ただし、その事業主体である投   

資会社が、税法上の「適格投資会社（Re訂11atedInvestmentCompany）」と   

しての条件を満たし、かつ適格投資会社の「選択」をすれば、パス・スル   

ー課税が適用される。この場合、投資家に分配された額は控除される。投   

資家は、あたかもファンド資産を直接所有するかのような通り抜け的課税   

（Flow－throughTaxTreatment）を受ける。なお、適格投資会社には、   

ファンドに所得が留保されないように配当要請テストを課している。  

（2）英国  

「金融サービス法」において、「集団投資スキーム：CollectiveInvestment   

Scheme」の持分権（ユニット）が投資物件のひとつとされている。集団   

投資スキームの具体的な代行手段である事業主体としては、従来は信託型   

のユニット・トラストだけを認めていたが、1997年1月からオープン・エ   

ンドの会社型が認められている（川）。ユニット・トラストの事業主体（ファ   

ンド）は信託であるので、本来独立の法人格はなく、また税法上の納税主   

体にもならない。しかし、これを特に「会社」として取扱い、そこでの発   

生所得に対して受託者を納税義務者として法人税を課している。英国では、   

すべて事業主体（ファンド）段階で原則的な課税を行い、さらに投資家段   

階では一括して「配当」として重複課税している。ただし、投資家段階で   

税額控除を行うことにより完全ともいえる統合・調整（Integration）を行   
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っている。したがって、結果的に1回限り課税の原則（PrincipleofOne－   

TierTaxation）となっている。  

（3）EU加盟諸国  

EC委員会の「ユーシッツに関する指令」（11）に基づいて改正された、   

各国の投資ファンドに関する法律の下で公認されたファンドは、多くの国   

で「課税上透明な存在（FiscalTransparency）」として課税される。米   

国の適格投資会社のような早期配当条件を設けている国もある（オラン   

ダ）。また、投資家段階では、分配金を一括「配当所得」として課税する   

か、その発生源別に所得分類して課税する。総合課税のほか、分離課税の   

国もある。  

（4）ルクセンブルグにおける投資優遇税制（15）  

投資ファンドに実現する所得に対してファンド段階での課税はされない。   

但し、各四半期未のファンドの純資産総額に対し年率0．06％の年次税が課   

される（1998年1月以降、年率0．01％の優遇税のファンドもある）。その   

分配所得に対しては源泉徴収が行われないので、投資家が非居住者の場合   

は投資家段階でも課税されない。さらにファンド段階で発生した利益を再   

投資する複利運用（ロールアップ）が認められている。ファンド段階で債   

券を利付で売り、利落で買戻すことによって、利子所得をキャピタル・ゲ   

インに転換する操作（ボンドウオツシング）も認められている。  

5 諸外国における外国投資ファンド対策立法（FIFルール）（川）   

居住者が外国投資ファンドに投資して得た所得に対しては、現実の利益の   

分配がなくても発生主義的に課税する制度を持つ国がある。代表的な制度は   

次のとおりである。  

（1）米国  

受動的外国投資会社（PFIC：PaSSiveforeigninvestmentcompany）   

の規定により、PFICの留保利益は、その持分に応じて投資家の総所得   

に算入するか、または、配当や譲渡益の生じた時点で付加税を課す（t7）。   
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外国信託については、その分配について受益者に課税される際に、繰戻し   

所得計算のルール（tbrow－backrule）が適用され、その際に年利6％の   

利子税が付加される。また、信託に一旦留保されたキャピタル・ゲインを   

受益者に分配する場合は通常所得として扱う（柑）。  

（2）英国  

外国投資ファンドが適正にその実現所得を分配しない場合－たとえば、   

ロールアップ・ファンド等により所得の85％以上を分配しない場合一には、   

投資家に対してファンドでの実現ベースで所得課税を行う（accruedincome   

scIleme）。  

（3）ドイツ  

ー般的にファンド段階の発生所得に対しては課税しないが、外国籍ファ   

ンドに対しては、6ケ月未満の短期保有証券の売買はキャピタル・ゲイン   

課税を行う。また、特別な海外ファンド措置法によって、所定の手続（フ   

ァンドの取引所への登録や発生所得の明細書提出等）を採っていないオフ   

ショア・ファンドへの投資家に対しては、純資産増加ベースの想定所得課   

税（taxonanotionalpro丘t）を行う。  

（4）オランダ  

オフショア・ファンドの投資家に対して、毎年、持分の4．8％または6％   

相当額の配当があったものとして課税を行う。但し、ファンドが実際にこ   

れらの相当額以下の配当を行ったと証明する場合は除かれる。  

（5）デンマーク  

特別のタックス・へイブン対策法（SpeciBcAntiTTaxfravenLegislation）   

によって、オフショア・ファンドに対して国内ファンドに適用する3年以   

上の長期保有証券の売買によるキャピタル・ゲイン非課税の規定を適用し   

ない。  

6 わが国における集団投資ファンドの課税（1の   

前述のとおり、集団投資ファンドは、多数の投資家から集めてブールした   
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資金を運用する仕組みである。したがって、有価証券を主な運用対象とする  

証券投資ファンドはその一部である。しかし、わが国における集団投資ファ  

ンドは、証券投資ファンドが中心といえるので、ここでは、わが国の証券投  

資ファンドの課税方式について検討する。   

わが国では、1998年6月、「金融システム改革のための関係法律の整備等  

に関する法律」（以下「金融システム改革法」）により、「証券投資信託法」  

が改正され、法律名も「証券投資信託法及び証券投資法人に関する法律」  

（以下「証券投資法」という）に改められた。これにより、証券投資法人制  

度が創設され、いわゆる会社型証券投資ファンドの認吟ちれることとなった。  

また、従来の契約型証券投資ファンドの定義が修正、拡大され、私募投資信  

託も導入されることとなった（20）。   

これに伴って、課税関係も次のように取扱われることとなった。  

（1）ファンド段階の課税の取扱い   

契約型証券投資ファンドは、信託の仕組みを応用するもので、証券投資   

信託委託業者を委託者とし、信託会社または信託業務を行う銀行を受託者   

として証券投資信託契約が締結される（2”。信託財産の運用については、委   

託者の指図に基づいて受託者がこれを行うという内容の信託契約によって   

成立する受益権を均等に分割し、分割された受益権（受益証券に表示され   

る）を複数の投資家が受益者として取得・保有するキいう法律構造をとっ   

ている（22）。そして、この信託財産（ファンド）に対する課税は、原則とし   

てペイ・スルーされている（2：l）。  

会社型証券投資ファンドの課税については、租税特別措置法67条の15が   

新設された。これにより、証券投資法2条⑮に規定する証券投資法人が、   

次の要件を満たす法人である場合は、その支払う証券投資法136条①に規定   

する金銭の分配のうち、利益配当部分は、その事業年度の配当の支払額が   

配当可能所得の90％を越えていること等の一定の要件を満たす事業年度に   

おいて、その所得の金額の計算上、損金の額に算入することができる（別）。   

イ 登録証券投資法人であること（証券投資法187条）。   
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ロ 次のいずれかに該当すること。   

（D設立に際して発行・募集した投資口（25）の発行価額の総数が1億円以上  

であること。   

（∋当該事業年度終了時の発行済投資ロが、50人以上の者によって所有さ  

れているもの、または、適格機関投資家（証券取引法2条③－）のみ  

によって所有されているもの。  

③その他政令で定める要件。  

この結果、一定の証券投資法人は、その分配された配当についてはファ   

ンド段階の課税がペイ・スルーされることになる。  

（2）投資家段階の課税  

従来の契約型証券投資ファンドヘの投資所得は、公募方式の証券投資信   

託（特定株式信託を除く）（26）からの配当所得として15％の源泉分離課税が   

適用されている（ま7）。会社型証券投資ファンドである証券投資法人からの配   

当所得も同様の措置が講じられ、特定証券投資法人（公募方式でオーブン・   

エンド型の証券投資法人）から支払いを受ける配当所得（摘）については、   

15％の源泉分離課税が適用される（州。なお、15％の源泉分離課税が 適用さ   

れる公募証券投資信託および特定証券投資法人からの配当所得には、所得   

税のほかに5％の地方税が課される（：用）。  

また、特定証券投資法人以外の証券投資法人（私募方式の証券投資法   

人）からの配当所得については、一般の株式会社の発行する株式と同様に、   

35％源泉分離選択課税の適用が認められる（原則は、20％源泉徴収のうえ   

総合課税）㍑‖。  

なお、公募証券投資信託以外の証券投資信託（いわゆる「私募証券投資   

信託」）（3Z）の収益の分配に係る配当等については、配当所得として所得税   

法本則の総合課税（20％源泉徴収）の対象となる（33）。  

7 わが国における外国証券投資ファンド投資所得の課税上の取扱い   

外国の法令に準拠して設立された法人たる社団または権利能力のない社団   
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で、投資証券に類する証券を発行するものを、外国証券投資法人という（封）。  

また、その証券を外国投資証券というが（3旨）、これは証券取引法上の有価証券  

である（36）。また、外国において、外国の法令に基づいて設定された信託で、  

証券投資信託に類するものを外国証券投資信託という（：，7）。その受益証券も証  

券取引法上の有価証券である（：－さ）。   

そして、所得税法および法人税法では、証券投資法2条1項（定義）十九  

号に規定する外国証券投資信託は、証券投資信託に該当する。したがって、  

税法上は契約型である外国証券投資信託のみを証券投資信託として扱い、会  

社型は外国株式として扱われることになる。これらは原則として国内投資フ  

ァンドと同様に、現実の利益の分配時に投資家に課税されるが、具体的な課  

税上の取扱いは次のとおりとなる。  

（1）収益の分配に対する課税  

外国証券投資信託（信託型）の収益の分配金は、国内の支払い取扱者   

（証券会社等）を通して支払われる場合は、源泉徴収の対象となる。公募   

国外投資信託の配当等は、その支払いを受けるべき金飯（外国所得税があ   

る場合にはそれを加算した金額）に対し、15％の源泉分離課税がされる   

（税額を限度として外国所得税は控除される）（39）。また、私募国外投資信   

託の配当等は、その支払いを受けるべき金額（その配当等から外国所得税   

がある場合にはそれを控除した金額）に対し、20％の源泉徴収がされたう   

えで総合課税される（外国所得税は外国税額控除の対象となる）（イ0）。  

一方、外国投資証券（会社型）は、外国株式と取扱われるので、その収   

益の分配金は、国内の支払い取扱者（証券会社等）を通して支払われる場   

合には、外国での源泉所得税を差し引いた残額に対して20％の源泉徴収さ   

れたうえで総合課税される（外国所得税は外国税額控除の対象となる）（1り。  

なお、いずれの場合も、収益分配金が海外の支払代理機関等から直接支   

払われる場合には、20％の源泉徴収は行われない。  

（2）持分の譲渡に対する課税  

投資家がファンドの収益を実現する方法として、その持分を譲渡する場   
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合がある（… 。外国証券投資信託（信託型）への投資を終了する場合は、  

通常は買取請求を行うことになるが、法人税法上は受益証券の譲渡とな  

る（刷 。これには日本の証券投資信託の課税ルールがそのまま適用されるこ  

とになるので、その受益証券の譲渡益は非課税とされ、譲渡損はないもの  

とみなされる（州。ただし、私募証券投資信託の受益証券は、「株式等」の  

範囲に含まれることとされたため、株式にかかる譲渡所得と同じ課税ルー  

ルが適用され、原則として20％の分離課税の対象となる（相   

一方、外国投資証券（会社型）の投資ロは外国株式と取扱われる。そし  

て、クローズド・エンドの外国投資証券の持分は流通市場で売却可能であ  

るが、これを売却した場合には、株式にかかる譲渡所得と同じ課税ルール  

が適用され、原則として20％の分離課税の対象となる（4G）。  

8 小括－FIFルールの導入とオフショア・ファンド課税上の留意点   

金融システム改革法により、国内証券投資ファンドは、契約型も会社型も   

ファンド段階での課税は原則としてペイ・スルーされ、投資家段階で課税さ   

れることとなった。しかし、証券投資法人において、配当可能額の90％超の   

早期配当が要請されるのに対し、従来の信託型ファンドについては、従来ど   

おり、一定の無分配ファンドは、事実上5年程度のファンド段階の所得留保   

が、非課税で認められている（17）。また、外国証券投資ファンドはその収益が   

分配されたときに課税されることから、オフショアのロールアップ・ファン  

ドに留保される所得は、課税が繰延べられる。   

証券投資法人に早期配当要件が課されていることを考えれば、集団投資ス   

キームにおける内外ファンドの課税の中立性の観点からは、信託型ファンド   

および外国籍ロールアップ・ファンドに留保される所得は、ファンドにおい   

て投資所得が実現したときに課税すべきと考える。そのためには、外国投資   

ファンド対策立法（FIFルール）を導入が必要となろう。   

ただし、ここで注意を要するのは、規制の少ないタックス・へイブンに設   

立される私募の投資ファンドであろう。いわゆる信託型の外国投資ファンド   
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は、税法に定義する「証券投資信託」（㈹や「合同運用信託」（硯に該当しな  

い場合には、法人税法12条本文および所得税法13条本文（50）が適用される。  

この際は、受益者がファンドを有しているとみなされるので、ファンドにお  

いて利益が実現した段階で受益者に課税されることになる。また、いわゆる  

会社型の外国投資ファンドの持分は、株式と取扱われるので、大口投資の場  

合にはタックス・へイブン対策税制の株式保有要件に該当することも考えら  

れる。この際は、そのファンドに留保された所得は投資家に帰属するものと  

して課税されることになる。   

したがって、タックス・へイブンに設立された私募の投資ファンドについ  

ては、その投資所得の課税の判定において、目論見書等の内容をよく吟味し、  

ファンドにおける利得の実現段階で課税すべきかどうかを見分ける必要があ  

る。  

〔注〕  

（1）資本所得の国外逃避とその課税のあり方については、増井良啓「資本所得課税を   

存続させるための方策」JTRI税研Vol．1483号、45～55頁。  

（2）Harmfu1TaxCompetition：AnEmergingGlobalIssue，OECD，1998．日本語訳   

として、水野忠恒監修・高木由利子訳『有害な税の競争：起こりつつある国際間   

題』（日本租税研究協会、1998年）。解説として、谷口和繁「有害な税の競争   

（Harmfu1TaxCompetition）～OECD租税競争報告書～」租税研究98・10，48   

～56頁、同「税の競争」国際税務Vol．18No．3．6～13頁、水口純「OECD租税   

競争報告書の公表と今後の展望」ファイナンス1998・7，27～37頁。  

（3）移動可能な所得に課せられる実効税率が、他の国よりかなり低く押さえているタ   

ックス・ヘイブンまたは有害な租税の優遇措置は、次のことによって書をもたらす   

可能性があるとしている。①間接的に金融および実際の投資の流れを撹乱すること、   

（∋税の構造の統一性と公正をむしばむこと、③全納税者による納税協力を損ねるこ   

と、④課税と公共支出の望ましい水準と混合を変容させること、⑤労働、財産およ   

び消費といったより移動の困難な課税ベースに対して税負担が変換するという好ま   

しくない状況を創出すること、⑥行政上のコストならびに租税行政庁および納税者   

に対する納税協力に要する負担を増大すること（バラ30）。また、OECD電子商   

取引報告書においても、「税当局は、電子商取引のグローバルな性質を認識し、既   

存の協力取決めの活用を強化し、多国間執行共助の選択肢を模索し、また、OEC   

D租税競争報告書に盛り込まれている地理的に移動の容易な活動に関する勧告の、   
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電子商取引環境での適用を検討するであろう。」（パラ13）としている。  

（4）税の競争の問題点として、①税負担の歪み・不公平の増大・雇用に対する悪影響、   

②国際的な資金の流れの歪曲、③各国の課税基盤の侵食、④徴税コストの増大、が   

指摘されていた（谷口和繁「税の競争」国際税務Vol．18No．3，6～12貢）。また、   

EU域内の税の競争とその問題点については、村井正「協調と競争一EUにおける   

税制調和のディレンマー」租税法研究26号『租税の競争と調和』（有斐閣，1998年）   

1～26頁、EUおよびOECDの議論の動向については、岩崎政明「法人税の国際   

的競争と調和」租税法研究26号『租税の競争と調和』（有斐閣，1998年）27～42貢。  

（5）有害な税の競争報告書パラ6。  

（6）有害な税の競争報告書パラ42～44。「タックス・へイブン」と「有害な租税優遇   

措置」を区分するのは、一定の税収を可能な限り公平に徴収する必要のある通常の   

国については、税体系の公平性の確保や課税基盤の防衛について国際的に協力する   

ことが期待できるが，税の優遇そのものによって国が成り立っているタックス・ヘ   

イブンについてはそのような協力は期待すべくもないからである（谷口、前掲注2   

「税の競争」9頁）。  

（7）有害な税の競争報告書パラ101～103。  

（8）InternationalTaxationofPortfo1ioInvestmentandCollectiveInvestmentIns－   

titutions（NotebytheSecretariat）．ThisReportissubmittedFORCONSIDERT   

ATIONtotheCommitteeonFiscalAfhirsunderitemXIVofthe19＿20（hJanlla＿   

ry1999Agenda．未公表。  

（9）この点について、“beneficialowner”という概念をキーワードとして論じたも   

のに、川端康之「条約便益制限の国内化現象一組税条約上のbene丑cialowner研究   

序説－」納税協会連合会『総合税制研究（No．7）』（清文社、1999年）、66～92  

頁。  

（10）米国およびルクセンブルグ以外の税制については、田逸昇「投資信託制度の本質   

一国際的に発展しているミューチュアル・ファンドという観点から－」大蔵省財政   

金融研究所編『フィナンシャル・レビュー』36号、53～57頁、同「投資信託の税制」   

大蔵省財政金融研究所編『フィナンシャル・レビュー』36号、193～194頁、第7表   

「ミューチュアル・ファンド課税の各国比較」204～205貢、第8表「ヨーロッパ・   

ユーシッツ税制の各国比較」206頁、田逢昇『日本の「アセット・マネジメント」   

あれこれ』（日本投資信託制度研究所、1997年）246～259貢。なお、諸外国の投資   

信託制度については、神田秀樹「証券投資信託の法的側面」大蔵省財政金融研究所   

編『フィナンシャル・レビュー』36号、148～153貢。  

（11）神田、前掲注10「証券投資信託の法的側面」147頁。  

（12）米国でいわゆる「投資会社」とは、そのような名称を使った幅広い集団証券投資   

スキームの取り決め（Arl・angement）をいうとされ、または、このような名前で総   

称する事業主体をいうとされている。したがって、個々の事業主体の私法上の形態   
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を問わない。会社型、信託型のはか、組合型がある。  

（13）川島いづみ「集団投資スキーム」ジュリストNo．1155、213～214頁。  

（14）ヨーロッパでは、1985年、EC加盟国の集団証券投資組織の協調化を図るため、   

そのミニマム・スタンダードとして、「EC委員会の集団証券投資組織に関する指   

令：ユーシッツUCITS，CouncilI）irectiverelatingtoUndertakingsforCollective   

InvestmentinTransfbrableSecurities」が出された。そこでは、「集団証券投資   

の事業は、公募される資金を譲渡可能な証券に対して集団投資するもので、危険分   

散の原理に基づいて運用され、投資家の要請があれば、いつでもその持分証券を買   

戻し償還するというオープン・エンドの投資事業である」。そして、「この集団証   

券投資事業の私法上の形態は、契約関係の法律により、または信託法あるいは投資   

会社法のような制定法によって設立することができる」、として、契約型、信託型、   

会社型が認められている。この指令に基づいて改正された各国の「投資ファンド   

法」などの下で公認されたファンドは、原則としてシングル・パスポートで域内各   

国における自由な相互販売が許されている。ただし、税制には一切ふれていない   

（田違、前掲注10「投資信託制度の本質一国際的に発展しているミューチュアル・   

ファンドという観点から－」10貢）。  

（15）米国以外の制度については、田逸、前掲注10『日本の「アセット・マネジメント」   

あれこれ』260～261頁。  

（16）田漫、前掲注10『日本の「アセット・マネジメント」あれこれ』262～263頁。  

（17）増井良啓「証券投資ファンド税制の比較」日税研論集41号『金融資産収益の課   

税』（日本税務研究センター、1999年）234頁。  

（18）佐藤英明「『外国信託』と課税」金子宏編『国際課税の理論と実務』（有斐閣、   

1997年）333頁。  

（19）『平成10年 改正税法のすべて』164～177貢・469～473頁、高月昭年『改正投資   

信託法』（金融財政事情研究化会、1998年）136～140頁。  

（20）証券投資信託は「信託財産を委託者の指図（政令で定める者に当該指図に係る権   

限の全部又は一部を委託する場合における当該政令で定める者の指図を含む。）に   

基づいて主として有価証券に対する投資として運用することを目的とする信託であ   

って、その受益権を分割して複数の者に取得させることを目的とするもの」と定義   

される。  

（21）この証券投資信託契約は、この両者においてしか締結できない（証券投資法4条）。  

（22）証券投資法2条（説  

（23）税法は、ファンド段階の信託財産課税がペイ・スルーされることについて、明確   

な規定を設けておらず、その根拠は間接的に解釈されている。例えば、所定の手続   

きをとれば、信託財産が受け取る利子、配当などに対する所得税が免除される（所   

得税法176条）、信託財産は、税法上法人とみなされないので、法人税の対象とな   

らない、信託銀行等の信託財産に帰せられる収入および支出は、その信託銀行等の   
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収入および支出でないとみなして、法人税法の規定が適用される（法人税法12粂   

②）、というような根拠で説明されている（田逸．前掲注10「投資信託の税制」166   

頁）。なお、東京大学の増井助教授は、以下の4つの課税ルールから同様の結論を   

導き出している。①信託自体は納税義務者とならない。②課税のタイミングは、収   

益分配時卓である。③収益の分配は、一律に利子所得ないし配当所得とみなされる。   

④投資信託の運用益は、分配するまで誰にも帰属しない（増井、前掲注17「証券投   

資ファンド税制の比較」180～181頁）。  

なお、適格退職年金契約に係る信託については、退職年金等積立金の額に対して   

1％の法人税が課されており、実質的にこの信託財産が納税主体とされている。   

（法人税法8条、83～91条）。  

（24）租税特別措置法67条の15（》  

（25）投資口とは、株式会社の株式に相当するもので、割合的単位に細分化された証券   

投資法人の社員の地位をいうが、証券投資法人に係る法人税法その他法人税に関す   

る法令の規定の適用については、株式とみなされる。  

（26）公募方式とは、受益証券または投資ロの募集が証券取引法の募集に該当する方法   

（証券取引法2条③一）で行われたものを指す。また、特定株式投資信託とは、信   

託財産を株式のみに投資し、その受益証券が証券取引所に上場されているものをい  

う（租税特別措置法3条の2）。  

（27）租税特別措置法8条の2①。  

（28）所得税法24条（説  

（29）租税特別措置法8条の4（払  

（30）地方税法23条（》十四、7i条の6。  

（31）租税特別措置法8条の5①。  

（32）私募証券投資信託とは、公社債投資信託以外の証券投資信託のうち、その設定に   

係る受益証券の募集が証券取引法2条（診に規定する勧誘のうち同項一号に掲げる場   

合に該当するもの（当該受益証券の国外における募集にあっては、当該勧誘に相当   

するもの）として一定の方法により行われた証券投資信託（公募）以外のものをい  

う。  

（33）所得税法181条②、租税特別措置法8条の2①カツコ書き。  

（34）証券投資法2条⑳。  

（35）証券投資法220条（D。  

（36）証券取引法2条①七の二。  

（37）証券投資法2条⑩。  

（38）証券取引法2条（D七。  

（39）租税特別措置法8条の3（》。  

（40）租税特別措置法8条の3②。  

（41）租税特別措置法9条の2。   
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（42）この事例については、山田黙「外国証券投資信託の譲渡益課税」税務事例研究Vol．   

4895～115頁。  

（43）法人税基本通達3－1－3後段。  

（45）租税特別措置法37条の10③五。  

（46）租税特別措置法37条の10①、③。  

（47）田漫昇「新しい集団投資スキームの今後の方向－とくに、銀行業の将来との関係   

について－（下）」月刊資本市場1998・9（No．157）52頁。増軋前掲注17「証券   

投資ファンド税制の比較」186頁。  

（48）法人税法2粂二十八、所得税法2条十三。  

（49）法人税法2条二十七、所得税法2粂十一。ここにいう「信託会社が引き受けた金   

銭信託」からことさら外国信託を排除すべき理由はなく、逆に、所得税法において   

は「内国法人である信託会社」という表現も用いられていることから（例、176条   

①）、この信託会社には外国法人も含まれうると考えるのが自然な解釈である（佐   

藤、前掲注18「『外国信託』と課税」340頁）。  

（50）信託財産に帰せられる収入及び支出については、受益者が特定している場合はそ   

の受益者が、その信託財産を有するものとみなして、この法律の規定を適用する、   

と規定している。なお、同条但書きにおいて、合同運用信託や証券投資信託は除か   

れている。   
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第4章 法人居住地の可動性と課税の空白   

l ビジネス拠点の移動に伴う「課税の空自」pDoernberg教授の指摘一   

米国Emory大学のDoernbe曙教授は、「電子商取引ビジネスの可動性」と  

「タックス・ヘイブンの存在」という2つの要素が、「課税の空白」の問題   

を悪化させる、と指摘している（I）。すなわち、ある国の居住者は、人の移動   

を伴わず、少ないコストでビジネスをタックス・へイブンに移動できる。そ   

して、その居住者は自国からの利益を享受しつつ、低税率国にその所得を隔  

離することができる、というのである。以下では、Do饉nberg教授のモデル   

事例により、その指摘する問題点を説明する（2）。   

【モデル事例】  

R国法人は、タックス・へイブンにあるサーバーにデータベースを置き、   

第3国であるC国の顧客にデータを供給する。C国にはR国法人またはR国   

法人のタックス・へイブン子会社の恒久的施設（PE：PermanentEstablish  

ment）はない。R国法人は顧客からデータベースの利用料を受け取るるほ   

か、ウェブページヘの広告料も収入となる。  

この事例において、R国法人のタックス・へイブンにおけるビジネス拠点   

の形態を、次の3つに分類し、その稼得する所得に対する現行の国際課税原   

則の適用関係を検討する。  

（1）法人格のない存在   

イ R匡Ⅰが国外所得免除方式を採用している場合  

サーバーに帰属する所得は国外所得となり、R国でもC国でも課税さ  

れない。  

ロ R国が外国税額控除方式を採用している場合  

サーバ岬に帰属する所得は国外所得となるので、外国税額控除余裕粋  

が生じ、高税率の外国税額を控除できる可能性がある。  

（2）被支配外国法人（CFC：ControlledForeignCorporation）  

CFCは、サーバーを維持するためのプログラマーその他の従業員を雇   
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って給料を支払い、ビジネスを行う。   

イ R国にタックス・へイブン対策税制がない場合  

タックス・へイブン子会社から配当されるまで、R国法人は課税され  

ない。   

ロ R国のタックス・へイブン対策税制が地域指定アプローチの場合  

所得の種類に関係なく、原則として課税される。   

ハ R国のタックス・へイブン対策税制が取引的アプローチの場合  

一定の受動所得を対象としているので、積極的ビジネス所得と認めら   

れれば、従業員がいなくても課税対象外となる。  

（3）一般法人  

法人居住者の概念（設立準拠法主義と管理支配地主義）の相違により、   

次のような問題が生じる。   

イ 設立準拠法主義の場合  

形式的に判定するので、電子商取引の進展により、人が移動しなくて  

もタックス・へイブンに法人を設立できるし、そこで営業もできる。   

ロ 管理支配地主義の場合  

取締役が経営に関する重要な決定をどこで行うかが重要な要素である   

が、2以上の課税管轄に居住する取締役が、サイバースペースでの会議   

で経営の判断をすることが可能であるので、実質的な経営場所が不明確  

となる。  

2 ヒューマン・レジデンス・アプローチ（HumanResidenceApproach）（：i）   

Doernberg教授はこの「課税の空白」の問題の解決策として、関係する人   

間の所在に着目する、ヒューマン・レジデンス・アプローチを提唱している。   

すなわち、「サイバースペースにおいて商取引が行われた場合、会合や取引   

の場所の特定が困難であるので、税務当局は、電子商取引の進展によっても   

変更されることのないベンチマークを求めるであろう。サイバースペースで   

仕事や買い物等がいくら行われても、人々は地球上で睡眠し、居住している。   
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この『ヒューマン・レジデンス・アプローチ』は、どの人間に着目するかは  

状況によるし、国際的コンセンサス（公式または非公式の）を通じて決定さ  

れるにちがいないという点において、弾力的である。」（4）というのである。   

このアプローチを上記のケースに当てはめると、次のとおりとなる。  

（1）法人格のない存在  

タックス・ヘイブンのサーバーを通じて稼得された所得が、タックス・   

へイブンにおける所得かどうかは、プログラマーその他の被用者の居住地   

による。  

（2）被支配外国法人（CFC）  

被支配外国法人の場合は、タックス・へイブンに被用者が所在しなけれ   

ば、CFC所得は繰延べできない。また、被用者の所在だけでなく、株主、   

取締役その他の人的要素の所在も判定材料となり得る。  

（3）一般法人  

ヒューマン・レジデンスにより法人の居住地が決定される場合は、一般   

法人よりもむしろ被支配外国法人の場合にその意味が重要となる。例えば   

タックス・へイブン子会社が100％子会社であれば、株主の居住地によって   

その法人の居住地が決定されるなら、その子会社は、設立地がタックス・   

ヘイブンであったとしてもR国の居住者とみなされる。その場合は、タッ   

クス・へイブン子会社の所得は、所得の種類（積極所得か受動所得か）に   

関係なく課税されるし、R国が外国税額控除方式を採用していれば、その   

子会社の国外所得に対しては外国税額控除が適用される。   

Doernbeごg教授は、ヒューマン・レジデンスをよりどころとして、法人居  

住地の決定や所得の発生地を決定することにも問題はあるとしている。すな  

わち、このアプローチが広く合意されたとしても、どの人間を要素としてど  

のようにその所在を決定するかにづいて、国際的コンセンサスが必要となる  

点である。しかし、この方法は、サイバースペースの場所を特定するよりは  

より物質的なものに依拠した方法であるとしている。   

そして、ヒューマン・レジデンス■アプローチは、ビジネスや法人居住地   
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の形式的な移動から生じる課税の空白の問題を防ぐことを意図しているもの  

であると説明している。  

3 法人の居住地概念一内国法人と外国法人との区分一   

上記Doernberg教授の論文では、法人の居住地についてそれ以上の言及は  

ないが、法人のビジネス拠点の可動性の問題を、国際的租税回避の視点から  

みると、法人の居住地概念は重要である。このことは、「有害な税の競争」  

報告書においても、今後の研究課題として「居住地ルール」を挙げ、「法人  

居住者の定義を改訂することは、国内課税の回避のために外国法人を利用す   

ることに対抗可能な措置たりうるものとして考慮されるべきである。したが  

って、法人居住者の国内課税の定義を広げるということが一つの選択肢にな   

るであろう。」用）としている。   

例えば、上記のモデル事例を応用すれば、米国デラウェア州にべーパーカ  

ンパニーを設立し、さらにデラウェア州法人の子会社をタックス・へイブン  

に設立する。そして、その子会社のサーバーを通じて積極ビジネス所得を稼  

得することにより、所得をタックス・へイブンに留保し、課税を繰延べるこ  

とも可能である…。また、国外で営業する場合のみならず、国内で営業する  

場合においても、タックス・へイブン会社の日本支店として営業することに  

より、国外所得が課税されなくなる（7）。   

電子商取引の進展により、インターネットを利用すれば、人が移動しなく  

ても、タックス・へイブンのような会社法その他の規制の緩やかな国に法人  

を設立できる。法人の設立準拠法を比較的自由に選択することができるなら  

ば、このような租税回避も容易となる。したがって、法人の居住地概念の問  

題、すなわち全世界所得に課税される内国法人と、国内所得にのみ課税され  

る外国法人との区分の問題は、電子敬すl環境における国際的租税回避を検討  

するうえでは重要であると考える。そこで以下では、わが国法人税法におけ  

る法人の居住地ルールについて検討することとする。   
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4 国際私法上の法人の内外区分（h）   

内国法人と外国法人の区分について、まず国際私法の分野の取扱いを検討  

する（！り。国際取引の主体である法人にフいて考える場合、国際私法上は、   

法人の抵触法‖別の問題と外人法…の問題に区別して議論される。前者は、   

法人格の付与ほか法人の一般的権利能力、法人の内部組織や外部に対する関   

係、および法人の行為能力の決定が、どこの国の法律によるかという、準拠   

法の問題である。法の作用によって法人格が付与されるわけであるから、原   

則として、設立準拠法によるとされる。後者は、一国の法律によって成立し   

た法人が、他国で権利を享有し事業活動を営むことができるかという問題で   

ある。外人法の適用は、内外法人の区別を前提とし、外国法人について、認   

許、権利享有、監督に区分して論じられている（】2）。なお、現在では抵触法   

の問題を国際私法上の問題とし、外人法の問題は国内の実質法上の問題であ   

る、と区分する見解が有力ある…）。  

法人に対する外人法の適用においては、内外法人の区別の基準が問題とな   

る。その基準として最も有力なものは、設立準拠法主義と住所地法主義であ   

る。前者は、法人の設立の際に準拠した法律によって内外法人を区別しよう   

とするものである。すなわち、内国法に準拠して設立された法人が内国法人   

であり、外国法に準拠して設立された法人が外国法人であるとするのである。   

後者は、法人住所の所在地によって内外法人を区別しようとするものである。   

すなわち、住所が内国にある法人が内国法人であり、住所が外国にある法人   

が外国法人であるとするのである。なにを法人の住所とするかについては、   

業務中心地説と主たる事務所所在地説とがあり、後説が有力である（川。  

ところで、法人について、何らかの基準によって内国法人と外国法人に区   

別することを法人国籍諭というが、第1次大戦中のフランスで、フランス法   

に準拠して設立された会社ではあるが、資本も経営権もドイツ人に帰属して   

いる法人の敵性決定をめぐって、法人国籍を否定して会社の経営権の帰属を   

基準とする管理者主義（経営支配者基準）が主張された。現在では、これは   

原則的な基準というよりも、むしろ限られた状況（例えば戦時）のもとで一   
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定の権利を承認または拒否するための補助的基準と考えられている。しかし、  

管理者基準により確認されたのは、設立準拠法というひとつの基準で内外法  

人を区別し、それによって抵触法上および外人法上の問題をすべて解決しよ  

うとすることはできず、問題の性質に応じて、実質的な考慮から内外法人を  

区別するのが、立法論上は妥当であろう、ということである（】5）。  

5 わが国実定法上の法人の内外区分の基準（16）   

わが国民法は、外国法人たる商事会社の認許に関する規定を設け（17）、認許   

された外国法人は日本に成立する同種の法人と同一の私権を享有することを   

認めている（ほ）。さらに商法は、認許された外国会社が日本で活動する場合の   

監督規定（柑）を設けている。そして、外国法人の認許とは、外国法上有効に成   

立した法人を承認することである。したがって、民法でいう外国法人は外国   

法によって設立された法人と解さざるをえない。また、商法において、外国   

会社が日本で活動する場合の監督規定の対象となる外国会社とは、民法によ   

って認許された法人であるから、ここでいう外国会社も外国法によって設立   

された会社であるといわなければならない。したがって、わが国の実定法は、   

外人法の適用において内外法人を区別する場合にも、設立準拠法を基準とし   

ていると解されている。  

しかし、立法論的にみれば、法人の権利享有の観点からの内外法人の区別   

は、その設立準拠法または住所地に関係なく、法人の内部構成分子、管理権   

もしくは資本の帰属その他、当該会社に対する実質的考慮から、内国的なも   

のであるか外国的なものであるかによるべきである。また、法人の国家的監  

督の観点からの内外法人の区別も、法人格を付与された準拠法の問題とは別   

問題である。法人に対する監督は法人の活動の中枢である主たる事務所所在  

地においてのみ機能しうるのであり、法人も主たる事務所所在地において社   

会生活関係を構成し、その国の一員として国家の監督を受けるのであるから、  

住所地法主義、殊に事務所所在地説が妥当であろう。したがって、この点に  

着眼して、外国会社という概念が各種の法律の適用にあたってその意義を変   
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ずることができる相対的概念であることを主張する有力な見解があらわれ、  

支持を受けている（2り）。   

すなわち、わが国の実定法における内外法人の区分は、抵触法上も、外人  

法上も、設立準拠法を基準としている。しかし、立法論としては、特に外人  

法の適用においては、住所地法主義（事務所所在地説）が妥当と考えられて  

いる、ということができる。  

6 わが国法人税法上の内国法人と外国法人  

ここで、；阻税法において内国法人と外国法人とを区分する意義について再   

確認しておこう。わが国法人税法は、法人の納税義務を内国法人と外国法人   

に区分して規定し（2り、内国法人は課税標準を全世界所得として課税し、外国   

法人は、国内源泉所得がある場合に、その国内源泉所得を課税標準として課   

税することとしている（畏）。すなわち、内国法人は無制限納税義務者であり、   

外国法人は制限納税義務者となるのである。   

そこで法人税法は、内国法人を「国内に本店または主たる事務所を有する   

法人」と定義し（2：り、外国法人を「内国法人以外の法人」と定義して（別）、そ   

の区分の基準として、本店又は主たる事務所の所在によって区分する本店所   

在地基準を採用しているのである（25）。また、民法50条は、「法人ノ住所ハ其   

ノ主タル事務所ノ所在地二在ルモノトス」と規定し、また商法54条2項は、  

「会社ノ住所ハ其ノ本店ノ所在地二在ルモノトス」と定めている。これらの  

規定によれば、わが国法人税は、法人の内外区分において住所地法主義を採  

用していると解することができる（祁）。しかし、法人税法の実務では、これら  

民商法の規定は、会社の本店は商法の規定によって登記をした場所をいい、  

主たる事務所は会社以外の法人（公共法人、公益法人等、協同組合等）の本  

店に相当する事務所をいう、と形式的に解されている。したがって、実際の   

具体的判定は、設立準拠法が国内法かどうか、また、定款や登記簿上の本店  

所在地等がどこであるかによっており、設立準拠法主義の一形態とみられて   

いる。   
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このことを、個人における居住者と非居住者の区分と対比してみよう。所  

得税法は、個人の納税義務について、居住者は課税標準を全世界所得として  

課税し、非居住者は、国内源泉所得がある場合に、その国内源泉所得を課税  

標準として課税することとしている（27）。そして、居住者を「匡‖勾に住所を有  

し、又は現在まで引き続いて一年以上居所を有する個人をいう」と定義し（2幻、  

非居住者を「居住者以外の個人」と定義して（29）、居住者と非居住者とを住  

所をメルクマールとして区分している。また、民法21条も、「各人ノ生活ノ  

本拠ヲ其住所トス」と定めている。このように、所得税法における居住者・  

非居住者の区分は、法人税法における内国法人・外国法人の区分と対比して  

考えることができる。   

しかし、所得税法は、その住所の判定にあたって客観主義を採用している。  

民法上どこが生活の本拠であるかについては、定住の意思を必要とする「意  

思主義」と、客観的事実によって決定されるとする「客観主義」の2説があ  

る。この2説うち、所得税法は、意思主義による場合は、本人の意思によっ  

て住所の有無、したがって課税所得の範囲が左右されることになるばかりで  

なく、定住の意思は、通常外部から判断できないという理由から、客観主義  

を採用しているのである（30）。これに対し、法人税の実務では、前述のとおり  

法人設立者がその形式を自由に選択できる（＝意思を反映できる）登記や定  

款等をメルクマールとして、形式的に法人の内外区分の判定をしているので  

ある。外国に法人を設立することが容易となった現在において、このように  

形式的に判断することによって内国法人と外国法人とを区分することには問  

題があると考える。  

7 法人税法上の内国法人の範囲と商法上の「擬似外国会社」   

ところで、わが国法人税法においては、民商法その他の法律に規定される   

概念を借用ことが多いが、「法人」の概念は、民商法における概念を借用し   

ているといわれている。一方、「外国法人」の概念については、わが国民商   

法においては、法人の内外区分について設立準拠法主義を採用し、外国法人   
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が、内国で法人として活動することが認められるか（外国法人の認許）、ど  

のような権利を享有するか（外国法人の権利享有）、外国会社（法人）はど  

のような監督規定に服するか（外国法人に対する監督）など、内国法上どの  

ような地位を有するかについて規定している。これに対してわが国法人税法  

は、法人の納税義務を確定するにあたり、内国法人を国内に本店または主た  

る事務所を有する法人、外国法人を内国法人以外の法人と定義して、法人の  

内外区分について本店所在地基準を採用しているのである。   

それでは、わが国法人税法上の「外国法人」は、民商法の借用概念なので  

あろうか、それとも法人税法上の固有概念なのでであろうか。わが国法人税  

法上の「外国法人」の概念について考える場合、前述の国際私法上の法人の  

内外区分の議論が参考になる。すなわち、外国で設立された法人に対してわ  

が国の法人税を課すというのは、まさに外人法上の問題であると考えられる。  

そして、外人法の問題における法人の内外区分に関しては、立法論としては  

住所地法主義（事務所所在地説）が支持されているところである。そして、  

わが国法人税法は、内国法人を国内に本店または主たる事務所を有する法人、  

外国法人を内国法人以外の法人、という定義規定を現に有しているのである  

から、法人税法における「内国法人」および「外国法人」は固有概念であり、  

その区分は本店所在地基準による、とみるのが自然な解釈であろう（31）。し  

たがって、法人税法における法人の内外区分は、本店または主たる事務所の  

住所をメルクマールとして、その範囲を税法独自に確定することができると  

考える。   

法人税法の定義によれば、外国法人の範囲は内国法人の範囲を確定するこ  

とによって求められる。それでは、「国内に本店又は主たる事務所を有する  

法人」と定義される内国法人の範囲は、どのように求められるのであろうか。  

この点については、商法482条のいわゆる「擬似外国会社」（ユー）の考え方が参  

考になると考える。   

日本に本店を設け、または日本において営業をなすことを主たる目的とし  

て外国において設立された会社は「擬似外国会社」といわれる。商法482条は、   
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「日本二本店ヲ設ケ又ハ日本二於テ営業ヲ為スヲ以テ主タル目的トスル会社  

ハ外国二於テ設立スルモノト碓モ日本二於テ設立スル会社卜同一ノ規定二従  

フコトヲ要ス」と規定し、擬似外国会社は、日本において設立する会社と同  

一の規定に従うことが要求される。その立法趣旨は、「外国二於イテ設立ス  

ル会社ニシテ日本二本店ヲ設ケ又ハ日本二於イテ商業ヲ営ムヲ以テ主タル目  

的トスルモノハ……事実上二於テハ内国会社卜竜モ眞ナルトコロナキノミナ  

ラス若シ内国二於テ設立スル会社卜同一ノ規定二従フコトヲ要セストセハ我  

国法律ノ適用ヲ避クルカ為メ故二外国二於テ此種ノ会社ヲ設立スル者ヲ生ス  

へキコト必然ナリ」（理由書）という点にあり、詐欺的設立の防止にある。  

営業活動地国の規制の厳格な会社法を回避して、規制の緩やかな国で会社  

を設立する現象が各国で生じており（米国のデラウェア州がその典型であ  

る（：t3））、これに対処するためにこのような規定が設けられたのである（別〉。   

本条前段の「本店」とは、住所地法主義はもとより、設立準拠法主義を採  

用する立場においても、事実上の本店と解されている。また「日本において  

営業をなす」とは、その営業が内国的形態であると国際的形態であるとを問  

わず、その営業活動の中心が日本にあることを意味し、「主たる目的」とは、  

日本における当該会社の物的人的設備・取引活動の規模を会社全体のそれと  

比較し、総体的な営業活動が強度に日本経済社会に結合している場合をいう、  

と解されている（拇。  

8 小指「外国設立法人が法人税法上の「内国法人」となる要件とその適用範囲  

このようにみると、少なくとも商法482条に該当する擬似外国会社は、法人   

税法上は「内国法人」該当すると考えられる。しかし、同法には具体的要件   

は置かれていない。また、一律の取扱うこととすると実務において混乱する   

ことが予想される。税法に要請される法的安定性と予測可能性の観点から、   

具体的な要件を明示すべきであろう。   

そこで参考となるのが、米国における凝似州外会社（pseudo一缶reigncor－  

poration）の取扱いである。例えば、カリフォルニア会社法（1975年）2115   
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条（a）項は、州外会社が直近1営業年度において、（∋会社の資産、給与の支払  

額、および売上高の州内に占める割合（propertyfactor、PayrOllfactor、  

salesfhctor）の平均が50％を越え、かつ、（∋議決権のある社外株式の過半  

数が州内に居住する者によって、株主名簿上所有されている、という2つの  

要件に該当する場合は、一定の内部事項については同法の規定が適用される  

と規定している榔）。これは、個人居住者株主を要素とする点で、Doernberg  

教授のヒューマン・レジデンス・アプローチや、租税条約のトリーテイ・シ  

ョッピング規制におけるlooktbrougbアプローチと共通する面がある。   

これと同様の要件を設定し、外国で設立された法人が、商法上の擬似外国  

会社と認められ、かつ設定された要件に該当する場合は、法人税法上の内国  

法人として課税すべきと考える。この場合、次のような問題が生じることも  

考えられるが、いずれも解決できると考える。  

（1）日米租税条約との関係一特に米国デラウェア州法人一  

日米租税条約3条では、法人居住者については、日本は本店所在地基準   

を採り（1項）、米国は設立準拠法主義を採る（2項）と規定されている。   

同条3項の双方居住者の振り分け基準は個人のみに適用されることから、   

実務的には米国デラウェア州法人が特に問題となる。これについては、同   

州法人がわが国法人税法上の内国法人とされ、双方居住者として二重課税   

が生じた場合には、相互協議で救済することが可能と考える。ただし、こ   

れでは設立メリットがないし、また要件として居住者による株式保有を挙   

げることにより、このようなケースは殆ど生じないであろうと考える。  

（2）タックス・へイブン対策税制との関係  

実際に対象となるのはタックス・へイブンに設立される法人であろう。   

したがって、タックス・ヘイブン対策税制との関係が問題となる。しかし、   

同税制は、「外国関係会社のうち、本店又は主たる事務所の所在する国又   

は地域におけるその所得」（：17）を対象としているので、本店又は主たる事務   

所が国内にある法人（＝法人税法上の内国法人）は対象外となり、本店所   

在地基準が統一的に適用されることにより、並立し得ると考える。なお、   
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現行のタックス・へイブン対策税制によってカバーし得るという考え方も  

あろうが、前述のとおり取引環境の電子化により管理支配地は不明確とな  

り得る。また、個人の対するタックス・ヘイブン税制の適用例もみられな  

いことから、タックス・へイブンに設立される法人のうち一定の要件に該  

当する法人は、法人税法2条二号の「内国法人」の定義規定の解釈により、  

内国法人として課税するのが妥当と考える（38）。  

〔注〕  

（1）Doernberg．Electroniccommerceandinternationaltaxsharing，Taxnotesinter－   

national．March30，1998，atlO13TlO22．  

（2）Doernberg，Electroniccommerceandinternationaltaxsharing．supranotel，  

atlO13－1015．  

（3）Doernberg．Electroniccommerceandinternationaltaxsharing．supranotel，  

atlO18－1022．  

（4）Doernberg，Electroniccommerceandinternationaltaxsharing．supranotel，  

atlO20，  

（5）有害な税の競争報告書パラ163。同報告書の「今後の研究課題」の1つとして、「居   

住者ルール」（パラ162～165）を挙げている。  

（6）米国のタックス・へイブン税制は取引的アプローチをとっているので、外国子会   

社の積極的ビジネス所得は、タックス・ヘイブン課税の対象とならない。  

（7）外国法人は国内源泉所得のみが課税対象となる（法人税法9条）。  

（8）江川英文『国際私法（第17版）』（有斐閣，1988年）165～182頁、澤木敏郎・道   

垣内正人『国際私法入門（第4版補訂版）』（有斐閣、1999年）155～157頁、木棚   

照一・松岡博・渡辺憧之『国際私法概論（第3版）』（有斐閤、1999年）107～116   

頁、山田捺－『国際私法』（有斐閣、1992年）200～243頁、山田瞭一「外国会社」   

田中耕太郎編『株式会社法講座（第5巻）』（有斐閣、1934年）1787～1868貢、山   

田瞭一・佐野寛『国際取引法（新版）』（有斐閣、1998年）48～57頁。  

（9）わが国の国際私法の主要成文法源である「法例」（全34条からなる）には、外国   

法人に関する規定はない。  

（10）抵触法とは、渉外的私法生活関係に適用されるべき法（準拠法）の選択を規律す   

る法。  

（11）外人法とは、外国人が内国でどのような権利を認められるかという、外国人の地   

位を定める法律をいう。外人法は渉外的生活関係を直接的に規律するものであり、   

間接的に規律する国際私法とは性質を異にするものではあるが、これと密接に関連   

を有するものとして国際私法の関連領域とされることがある（木棚・松岡・渡辺．   
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前掲注8『国際私法概論（第3版）』9頁）。  

（12）江川、前掲往8『国際私法（第17版）』165～170頁、木棚・松岡・渡辺、前掲注8   
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298頁、木棚・松岡・渡辺、前掲注8『国際私法概論（第3版）』108頁。  

（16）岡本善八「外国会社」上柳克郎・鴻常夫・竹内昭夫編『新版注釈会社法（13）』   

（有斐閣、1990年）521～537頁、同「外国会社」大森忠夫・矢沢惇・上柳克郎・鴻   

常夫・竹内昭夫・谷川久編『新版注釈会社法（8）のⅡ（増補版）』（有斐閣、1980   

年）351～367頁。  

（17）民法36条1項。認許とは、外国法人が内国において法人として活動するために、   

その法人格を承認することである。政府が個別に認許する個別認許主義、一定の国   
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を定めているが、条約によるものとして、日米友好通商航海条約（7条）があり、   

相手国の会社の法人格を相互に承認し、さらに自国で広汎な営業活動をすることを   

認めている。したがって、最恵国条項のある通商航海条約を締結している他の諸国   

の会社も、米国の会社と同様にわが国において認許されると解されるべきである、   

とされる（溜池、前掲注13『国際私法講義』293貢、山臥前掲注8「外国会社」1835   

頁）。  

（18）民法36条2項。  

（19）民法49条、商法479条～485条の2。  

（20）山臥前掲注8「外国会社」1830頁、木棚・松岡・渡辺、前掲注8『国際私法概論   

（第3版）』114頁。  

（21）法人税法4条。  

（22）法人税法9条。  

（23）法人税法2条二号。  

（24）法人税法2条三号。  

（25）国際租税法上の内国法人と外国法人との区分の判断基準には、大きく分けて、設   
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立準拠法主義と管理支配地主義の2つの基準がある。前者は、法人の設立準拠法が   

自国の法律であるか外国の法律であるかによって内国法人と外国法人とを区分する。   
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（中央経済社、1997年）31～32頁。  
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（29）所得税法2粂五号。  

（30）所得税基本通達2－1は「住所の意義」について、「法に規定する住所とは各人   

の生活の本拠をいい、生活の本拠であるかどうかは客観的事実によって判定する。」   
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集41号『金融資産収益の課税』（日本税務研究センター、1999年）290～298頁）。  

（32）松岡博『現代国際取引法講義』（法律文化社、1996年）158～159頁、山田・佐野、   

前掲注8『国際取引法（新版）』55～56頁、河村博文「外国会社」戸田修三・蓮井   

良寛・元木伸編『注解会社法（下巻）』（青林書院、1987年）993～995頁、岡本善   
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（33）戦後に日米間で締結された友好通商航海条約は、相互に他方の会社が自国で広汎   

な営業活動をすることを認めている（7条）。  

（34）判例（東京地判昭29．6．4判夕40号73頁）は、商法482粂にいう「同一の規定」に   

は、設立に関する規定も含まれるとしている。この場合、商法上の疑似外国会社は、   

日本において設立し直さない限り、日本における存在自体が否定されることになる。  

（35）河村、前掲注31「外国会社」993～995頁。   
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（36）山田・佐野、前掲注8『国際取引法（新版）』56貢、並木俊守・並木和夫『現代ア   

メリカ会社法』（中央経済社、1987年）165頁。また、リチャード・Ⅵr・ジェニン   

グス（龍田節訳）「カリフォルニア会社法の改正について」国際商事法務Vol．5   

144～145頁。  

（37）租税特別措置法66条の6（法人税）、租税特別措置法40条の4（所得税）。  

（38）この取扱いによれば、現在、タックス・へイブン税制の適用により親会社におい   

て留保金課税されている、いわゆる便宜置箱船保有法人の所得は、内国法人として   

課税すべきであるかもしれない。   
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第5章 国際取引を利用した租税回避の否認   

1 タックス・プランニングと租税回避   

国際的タックス・プランニングくl）は、従来は主にグローバルな活動を行う  

多国籍企業が行ってきた。ところが、インターネットによって共有化された   

グローバルなネットワークを利用することにより、誰でも全世界から直接か   

つ容易に、しかも安価に情報を入手し、直接国際取引を行うことが可能とな   

る。したがって、電子商取引の普及により、中小法人や個人においても、限  

定的にではあるが国際的タックス・プランニングを行うことが容易となろう。   

ところで、タックス・プランニングは、租税回避と非常に似たものといっ  

てよい。租税回避とは、私法上の形成可能性をラ監用して租税を逃れることで   

ある。この私法上の形成可能性の程度が「濫用」にまで至らない場合には、  

それをタックス・プランニングということもできる（この意味で、タックス・   

プランニングとは、多少なりともシステマテイツクに計画された節税という  

見方もできる）。また、租税回避であっても、否認されないならば、タック  

ス・プランニングの中で利用できるともいえる（2）。   

ここで、一般的なタックス・プランニングは次のように類型化することが   

できる（：‖ 

（1）所得の種類の変更  

たとえば、外国税額控除の控除限度額を増加させるために、国内所得を   

国外所得に転換することが行なわれる。また、配当を利子に変更するのも、   

代表的な例である。所得の種類が私法的な契約関係により決まり、そして、   

そのような取引の私法的な性格に応じて課税上の取扱いが異なることが多   

い以上、このような戦略が用いられるのは、むしろ当然のことといえる。  

（2）所得の帰属者の変更  

法人成りは、まさにこの典型である。納税者により税率が異なる場合に   

は、この方法は効果的である。  

（3）所得の課税地の変更   
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国際的なタックス・プランニングは、もっぱらこれを追求するものであ   

る。匡lにより租税制度が異なるのであるから、差の利用というタックス・   

プランニングの本質は、この類型に最も素直に現れるかもしれない。  

（4）所得の帰属年度の変更  

収益の計上は遅いほど、費用等の計上は早いほど、課税の時期が遅くな   

るので、納税者にとって有利である。上の（1）～（3）の類型が、かなり法的   

なストラティジーであるのに対して、この類型は経済的ないしコーポレー   

ト・ファイナンス的である。   

電子商取引の普及による国際取引の容易性・低コスト化は、国際的タック  

ス・プランニングを容易にする。そして、同時に国際的租税回避のインセン  

ティブも増加するであろう。さらには租税回避スキームがパッケージ化され、  

低コストで流通する可能性もある。この場合、租税回避スキームに組み込ま  

れる国際取引は、おそらくは資本関係を前提としない。したがって、現行の  

資本関係を前提とした租税回避の否認規定が適用できないことが予想される。  

2 租税回避行為の否認の方法   

資本関係を前提としない当事者間の国際取引を利用した租税回避スキーム   

等に対処し、課税主権を維持するための国内的手段として、租税回避行為の   

否認の方法一般について、その活用を検討することが重要と考える。   

ここで租税回避とは、「私法上の選択可能性を利用し、私的経済取弓げロ   

バーの見地からは合理的理由がないのに、通常用いられない法形式を選択す   

ることによって、結果的には意図した経済目的ないし経済的成果を実現しな   

がら、通常用いられる法形式に対応する課税要件の充足を免れ もって税負   

担を減少あるいは排除すること」（1）をいう。また、租税回避行為の否認とは、   

租税回避があった場合に、当事者が用いた法形式が私法上は有効なことを前  

提としつつも、租税法上はそれを無視し、通常用いられる法形式に対応する   

課税要件が充足されたものとして取扱うこと（5〉、をいう。   

そして、租税回避の否認は、3つの類型に分類することができる。すなわ   
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ち、（訂法律に明文の規定が存在する場合（狭義の租税回避否認）、②課税減  

免規定の限定解釈による「否認」、（∋事実認定・私法上の法律構成による  

「否認」、である。①の類型では、わが国には個別的否認規定しか存在しな  

いがくG） 、ドイツが租税通則法42条に一般的否認規定（7）を有していることは  

よく知られている。（∋の類型は、一定の政策目的等を達成するために導入さ  

れた課税減免規定の解釈・適用にあたり、納税者の採用する私法上の取引形  

式は、当該課税減免規定の射程外であり、したがって、課税が行われる、と  

いうものである。（∋の類型は、課税の前提となる私法上の当事者の意思を、  

当事者間の合意の表面的・形式的な意味によってではなく、経済的実体を考  

慮した実質的なかたちにしたがって認定し、その真に意図している私法上の  

法律構成を前提として、課税要件へのあてはめを行えば、結果として狭義の  

租税回避否認と同様のことを行うことが可能となる、というものである（R）。   

国際取引を利用した租税回避についてこれを適用すると、（∋の類型による  

否認に該当するのは、タックス・へイブン対策税制、移転価格税制および過  

少資本税制（9）である。また、同族会社の行為計算否認規定…）も適用しうる  

であろう。②の類型は、外国税額控除制度を利用した租税回避スキームに適  

用できるが川） 、外国との租税制度の相違や外国における租税優遇措置を利  

用した租税回避スキームには適用できないであろう。（∋の類型については、  

いわゆる事実認定の問題であり、様々な租税回避スキームに適用できる可能  

性がある。そこで、この類型による否認が、いかなる場合にわが国において  

適用可能かを、以下において検討することとする。  

3 事実認定・私法上の法律構成による否認   

金子宏教授は、法律の根拠がない限り租税回避行為の否認は認められな   

い‖2）としながらも、課税要件事実認定について、次のように述べている。   

「租税法の適用にあたっては、課税要件事実の認定が必要である。他の法   

分野におけると同様に、租税法においても、要件事実の認定に必要な事実関   

係や法律関係の『外観と実体』ないし『形式と実質』がくいちがっている場   
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合には、外観や形式に従ってではなく、実体や実質に従って、それらを判断  

し認定しなければならない。すなわち、外観ないし形式によれば、課税要件  

に該当する事実がないような場合であっても、実体ないし実質をよく検討し  

てみるとそれが存在するという場合には、当該課税要件は充足されされたも  

のと考えなければならないし、逆に、外観ないし形式によれば、課税要件に  

該当する事実が存在するように見える場合であっても、実体ないし実質に立  

ち入って見るとそれが存在しないという場合には、当該課税要件は充足され  

ていないものと考えなければならない。……ただし、このこ．とは、要件事実  

の認定に必要な法律関係についていえば、表面的に存在するように見える法  

律関係に即してではなく、真実に存在する法律関係に即して要件事実の認定  

がなされるべきことを意味するに止まり、真実に存在する法律関係からはな  

れて、その経済的成果なり目的なりに即して法律要件の存否を判断すること  

を許容するものではないことに注意する必要がある。いわゆる『実質課税の  

原則』は、以上のような意味に理解し、用いられるべきであると考える。」（■ユ）   

すなわち、当事者において、真の合意内容（＝真の法律関係）と異なる表  

示をした場合においては、真の法律関係に即して事実認定し、課税関係を考  

えるべきである、としている州）。  

4 英米法における租税回避否認（15）   

それでは、「真実に存在する法律関係に即した要件事実の認定」とは、い   

かなるものであろうか。国際取引を利用した租税回避スキームは、いくつか   

の取引を介在させるのが通常である。そこで、その複合取引をどのように事   

実認定するかという点について、日本と同様に一般的な租税回避否認規定を   

持たない英米法の判例理論を、考察する辛がかりとして検討することとする。  

（1）英国におけるラムゼイ原則  

英国には租税回避行為の否認について「ラムゼイ原則」という判例理論  

があり、この原則の基となったのが1981年のラムゼイ事件判決（16）である。  

この事件における取引は、AからB、BからC、CからAと循環して行わ   
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れることになっていた（Circular Schemes）。ラムゼイ原則が適用さ  

れるスキームは次のように要約されている（17）。  

（9 スキームの完了時において、納税者の経済的状況は、スキーム開始時   

と同じである（スキームのプロモーターに支払った費用は除く）。  

② スキームは、ひとたび開始すれば、種々の段階を通じて完了まで継続   

される、ということが、当事者において明確かつ確固として意図されて   

いる。そして、それが達成される義務又は達成されない見込みはないと   

いう期待が存在する。  

③ 納税者は、このスキーム目的で、自己資金を使用しない（スキームの   

ブロモーターに支払った費用は除く）。個々の取引に用いられる資金は   

借入金によって賄われる。この借入金は、納税者がスキームの個々の取   

引の段階において保有している資産によって担保され、スキームの終了   

時又は終了前に返済される。  

④ このスキームの唯一の目的は、課税逃れである。   

ラムゼイ判決においてウイルバーフォース卿は、「ウェストミンスター  

法理（柑）によっても、その他の法理によっても、内国歳入庁は、全体として  

実行されることが意図された複合取引のひとつひとつを各別個の段階ごと  

に検討することを義務付けられているのではない。ひとたび仕組みが動き  

出したとき、この連続の段階を全部達成するという引き受けられた義務が  

存在したことが立証された場合には、これは特にそうである。このように  

達成されるという期待が存在し、達成されないことがまずありえないとい  

う場合、そうでありうる。（程度には差がありうるが）このような場合に  

は、内国歳入庁は諸事実を認定し（thecomissionersshould血1dthe facts）、  

法律問題として（司法審査に服する）争いとなるものがひとつの複合取引  

であるのか、あるいは多数の独立した取引であるのかを決定すべきであ  

る。」（■9）と述べた上で、上記のように要約されるスキームの事実認定を行  

い、「真実の見方は、全体としてそのスキームを捉え、利得もなければ損失  

もなかったと認定することであって、私もそのように結論する。」（20）と判   
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示している。   

ラムゼイ判決の射程は必ずしも明確ではなかったが、1984年のドーソン  

事件判決（川でブライトマン卿は、1982年のビルマ石油会社判決における公  

式が、ラムゼイ原則の限界を表しているとしている。それは、①予め準備  

された一連の取引、すなわち1つの単一複合取引の存在、②税負担の回避  

以外には商業上（事業上）の目的のない－「事実上の効果のない」という  

ことではない－諸段階の挿入、という2つの要件に示される公式である。  

そして、「もしこれら2つの要素が存在しているならば、その挿入された  

諸段階は、税法上の目的のために、無視されなければならない。裁判所は、  

最終結果に注目しなければならない。どのようにその最終結果に課税され  

るかは、適用が求められた租税法の規定の文言にかかっている。」と述べ  

ている。さらにこれら2つの要素は、「内国歳入庁によって認定されるべ  

き事実である（Thosearefhctstobefoundbythecommissioners）。こ  

れらは、主要事実であるか、あるいは、たいていの場合は主要事実から導  

かれる推定である。たとえ推定による主要事実であるとしても、これもま  

た内国歳入庁によって認定されるべきことである。」と述べ、この公式は  

内国歳入庁による事実認定の問題としている（22）。   

その後、1988年のホワイト事件（2：りにおいてオリバー卿は、ドーソン事件  

が明らかにしたラムゼイ原則の本質的要素（theessentials）は、①一連  

の取引は、中間取引が挿入された時点で、所定の結果が生じるように前も  

って準備されていること、（∋中間取引は、税の軽減以外の目的を持たない  

こと、（診前もって企てられた事柄がその通りに起こることが確実なこと、  

したがって、中間取引は、独立した実体をもつ取弓はしては実際上考慮さ  

れないこと、④前もって準備された事柄は現実に行われること、の4つで  

ある、という理解を示している（川。   

このようにラムゼイ原則とは、一定の要件のもとに、；阻税回避を目的と  

した複合取引をひとつの単一取引と事実認定し、これに租税法を適用する  

ことにより課税する、という判例理論である。   
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（2）米国における租税回避否認原則   

米国の司法上の租税回避否認原則は、次の「実質主義原則」、「事業目   

的原則」、および「段階取引原則」を挙げることができる（25）。ただし、米   

国の判例は、個別の事件の解決に重点が置かれ、その中から一般的なもの   

を抽出することは困難である、という印象を受ける。しかし、これは租税   

回避スキームが発達し、判例が集積されている米国でさえ、租税回避否認   

の一般的要件を導き出すことがいかに困難であるか、というように理解す   

べきであろう。   

イ 実質主義原則（substanCeOVer血rmdoctrine）  

実質主義とは、税法を適用するにあたり、当該取引の形式よりも実質  

を重視する原則である（26）。しかし、実質主義は、他の租税回避否認原則  

と比べて特にその適用範囲が広く、実質主義を採用した判例の渾然とし   

た中から、その有用な一般的要件を抽出することは殆ど不可能とされる   

（27）。この原則の内容や限界について述べるためには、多くの判例にあた  

り、これらを分類・検討する必要があるが、どちらかといえば、経済的  

な実質に基づく課税に近い（2B）、とされている。   

ロ 事業目的原則（businesspurposedoctrine）  

この原則は、1935年のグレゴリー判決（29）によって確立されたといわれ   

ている（30）。この事件では法人の組織変更にかかる非課税規定を利用した   

租税回避が問題となった。判決は、組織変更規定の趣旨・目的（立法意  

図）から「事業目的」の基準を導き出し、本件の取引は、形の上では組   

織変更の定義に該当するとしても、租税回避のみを目的とするもので、   

事業目的をもっていないとした。そして、これを理由として、それは立   

法者の予定している組織変更には当たらず、したがって非課税規定の適   

用を受け得ないとした。このように解することによって、租税回避の否  

認を認めたのと同じ結果に到達したのである（＝。  

これは、上記租税回避否認の分類（∋に該当すると考える。   

ハ 段階取引原則（steptransactiondoctrine）   
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この原則は、統合された取引の中の相互に関連しあっている各段階  

（ステップ）は、これらを別々に取扱うというよりはむしろ、全体とし  

て分析することを要求する原則である。すなわち、2以上の形式的に分  

離されたステップは、もしそれらが実質において、統合され、相互に依  

存し、特定の最終結果に焦点を当てたものであるなら（：12）、合併された、  

ひとつの単一の取引と取扱われる（3：り。特に法人と株主との間の取引に適  

用されるが、その他の分野にも適用される。  

初期の判例では暗示されていたにもかかわらず、最近の判例では、こ  

の原則では、ひとたび最初のステップが開始すれば、当事者は一連のス  

テップに専念するという事前の合意は不要とされる（：tl）。   

このように、英米法判例においては、事実認定により複合取引をひとつの  

単一取引として課税する判例理論が存在する。  

5 日本における租税回避スキームの判断一大阪地判平10．10．16パラツイーナ   

事件一  

日本においても注目すべき判決が出された。大阪地裁平成10年10月16日の   

パラツイーナ事件判決（：－5）である。本判決は、わが国の映画フイルムの耐用年   

数が2年と短いことを利用して、融資、売買、配給契約等のいくつかの国際   

取引を介在させ、その減価償却費の計上および多額の借入金利子を計上する   

ことにより、租税回避を図ったものである。   
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【パラツイーナ事件の取引概要図】  

（注）太線は、本件組合の締結した契約。矢印は金の流れ。   
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この判決において裁判所は、「本件取引は、その実質において、原告が映  

画投資事業組合を通じ、映画製作会社による本件映画の興行に対する融資を  

行ったものであって、映画投資事業組合ないしその組合員である原告は、本  

件取引により本件映画に関する所有権その他の権利を真実取得したものでは  

なく、本件各契約書上、単に原告ら組合員の租税負担を回避する目的のもと  

に、映画投資事業組合が本件映画の所有権を取得するという形式、文言が用  

いられたにすぎないものと解するのが相当である。」と判示している。事実  

認定において一連の取引を否認している点で、ラムゼイ原則や段階的取引原  

則を採用しているという見方もできる。  

6 租税回避スキームを構成する取引の私法上の有効性  

ところで、租税回避スキームを構成する複合取引を、ひとつの単一取引と   

して事実認定して課税した場合、それぞれの取引の私法上の有効性はどのよ   

うに考えるべきであろうか。   

この点に関連して、金子宏教授は、「課税要件事実の認定にあたって、し   

ばしば問題となるのは、仮装行為である。仮装行為というのは、意図的に真   

の事実や法律関係を隠ぺいないし秘匿して、みせかけの事実や法律関係を仮   

装することであって、通謀虚偽表示（民94条）がその典型的な例である。仮   

装行為が存在する場合には、仮装された事実や法律関係でなく、隠ぺいない   

し秘匿された事実や法律関係に従って課税が行われなければならない。これ   

は、特段の規定をまつまでもなく、課税要件事実は外観や形式に従ってでは   

なく、実体や実質に従って認定されなければならないことの、当然の論理的   

帰結である。」（附と述べている。   

租税法は、私的経済生活上の行為や事実を、私法というフィルターを通し   

て取り込んで適用するのであるから（：17）、これは、民法94条の通謀虚偽表示の  

内実をなす一定の規範内容が、租税法上の事実認定に際して、いわば借用さ  

れ得る、という意味に理解することができる。そして、民法94条の「通謀虚  

偽表示」に該当するような「仮装行為」（潮がある場合には、その規範内容が、   
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実質的には租税回避スキームの仮装性の事実認定の決め手となり、隠ぺいさ  

れた事実（＝真の法律関係）に対して当該租税法が適用される、という構造  

であると考えられる。   

したがって、租税法上、租税回避スキームを構成する複合取引をひとつの  

単一取引として事実認定する場合は、それはあくまでも租税法適用上の問題  

であり、その前提として、民法94条を適用して、仮装された法律関係（＝当  

該複合取引を構成する個々の取引）の私法上の有効性を否認するまでの必要  

性はないと考える。パラツイーナ事件判決の事実認定のアプローチは、契約  

を無効としたのではなく、契約書の内容を解釈することによって、契約の其  

の内容を探求する方法掴）によったと考えられる。  

7 租税回避スキームを構成する国際取引の私法上の有効性  

さらに、複合取引をひとつの単一取引として事実認定する際に、その複合   

取引に組み込まれている国際取引の準拠法が外国法とされている場合に、わ   

が国の租税法により規制しうるか、という問題がある。これについては、国   

際私法における、当事者自治の原則の制限論である、公法理論と公序論（㈹を   

参考に、次の2つの面から説明を試みたい。  

（1）租税法の強行法規性  

国際私法上、ある契約が特定の国家の公法的統制法規によって規律され   

ているときは、当事者自治は制限される。ただし、租税法は強行法規では   

あるが、公法的規制として当事者の私的自治を制限するものではない。租   

税法規の場合は、租税の賦課・減免という、私契約の効力それ自体とは別   

次元の問題を扱うに止まる。  

しかし、租税法は、国際私法上、準拠法の如何にかかわらず自国で適用  

されなければならない強い政策目的を有する絶対的強行法規であるとされ  

る（川。したがって、例えば国際契約は虚偽表示によるものとされる場合で   

も、法廷地国の租税法は、課税の有無という問題（租税法上の効果）との   

関係での法的判断であるに止まるのであるが、その課税上の判断において   
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は、強行法規として機能すると考える。  

（2）公序の理論一法例33粂一  

当事者自治の原則はそのまま承認するが、法例33条の「外国法二依ルへ   

キ場合二於テ其規定ノ適用力公ノ秩序又ハ善良ナ風俗二反スルトキハ之ヲ   

適用セス」という規定に該当する公序に反する場合に、その外国法の適用   

結果を排除する。公序則の発動は、「適用結果の異常性」と「事案の内国   

牽連性（内国関連性）」を要素とし、その相関関係で決まる。そして、外   

国法の適用排除後は、原則として内国法が適用される（12）。  

これは国際私法分野における問題である。しかし、租税法は私法関係を   

前提とて適用されるのであるから、この考え方を借用することができると   

考える。すなわち、外国法を準拠法とする国際取弓橘i、わが国における租   

税を回避するための通謀されたスキームに組み込まれている場合には、   

「適用結果の異常性」と「事案の内国牽連性（内国関連性）」の両方の要   

素に該当し、国際私法上の公序に反していると考えられる（13）。したがっ   

て、その外国法の適用を排除して内国法を適用することができると考える。   

以上の説明により、国際取引についても、国内取引と同様に私法上の有効  

性とは別次元の問題として事実認定し、わが国租税法を適用することができ  

ると考える。  

8 小結一組税回避スキームを単一取引と事実認定するための要件  

このように、国際取引を介在させた租税回避スキームであっても、その複   

合取引をひとつの単一取引と事実認定し、これに租税法を適用することによ   

って課税し得ると考える。しかし、この場合に租税法律主義の要請に実質的   

に反しないためにも、厳重な制限を課す必要があると考える。   

金子宏教授は、租税法律主義の下では、法律の根拠なしに租税回避行為を   

否認することは困難であるとしながらも、「仮りに、否認を認める場合には、   

おそらく、その要件として、（1）当事者が選択した取引形式が異常であること、  

（2）そのような取引形式を選択したことにつき租税回避以外には正当な理由が   
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認められないこと、の2つが必要であるということになると思われるが、こ  

の2つの要件は、いずれも一般的であり、且つ不明確であって、法的安定性  

と予測可能性を害することになりやすい。」（朋）と述べている。   

そこで、租税回避スキームが、この2つの要件に該当すると認められ、さ  

らに民法94条の通謀虚偽表示に相当するような「仮装行為」と認定されるよ  

うな場合には、契約当事者たる私人間の私法上の契約の効力とは別次元の問  

題として、認定された事実に租税法を適用することにより、これに課税し得  

るとするのが妥当であると考える。   

確かに、この間題に対する租税法本来のアプローチは、金子宏教授が述べ  

ているように、個別的な否認規定の立法であるのかもしれない（購）。しかし、  

高度情報化と経済のグローバル化を背景とした電子商取引環境においては、  

個別の立法では、次々と考案される租税回避スキームに対処することができ  

ないかもしれない。そこで、むしろ判例法主義をとる英米法のように、個々  

の判決の集積による判例法理の構築というアプローチも、租税回避スキーム  

に対して、今後は有効となるのではないだろうか。  

〔注〕  

（1）タックス・プランニングとは、租税支払の減少のみならず、租税以外の様々なコ   

スト（タックス・プランニングを行うためのコストも含む）の減少や、タックス・   

プランニングを行ったことに伴う税引前利益・税引後利益の変化にも注目して行わ   

れるべき、包括的な戦略策定であるということができる（中里実『金融取引と課   

税』（有斐閣、1998年）49頁）。  

（2）中里．前掲注1『金融取引と課税』38貢。また、「節税が租税法規が予定している   

ところに従って税負担の減少を図る行為であるのに対し、租税回避は、租税法規が   

予定していない異常な法形式を用いて税負担の減少を図る行為である」（金子宏   

『租税嘩（第7版）』（弘文堂、1999年）120頁）。  

（3）中里．前掲注1『金融取引と課税』48頁。  

（4）金子．前掲注2『租税法（第7版）』120頁。なお、税制調査会、昭和36年7月   

「国税通則法の制定に関する答申の説明（答申別冊）」では、租税回避行為の意味   

について、「租税法においては一種の法諺として『取引行為をう回させることのよ   

って租税を回避軽減することはできない』又は『一個の取引行為は租税を回避する   
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ために数個の行為に分解することは許されない』ということがいわれる。われわれ   

はこのようなう回行為又は多段階行為により租税負担を軽減回避することを租税回   

避行為と呼ぶこととする。」と述べている（第2章、第2節、2・2、1（1））。  

（5）金子、前掲注2『租税法（第7版）』121頁。なお、税制調査会、昭和36年7月   

「国税通則法の制定に関する答申」では、租税回避の否認規定について、「税法に   

おいては、私法上許された形式を濫用することにより租税負担を不当に回避し又は   

軽減することは許されるべきではないと考えられている。このような租税回避行為   

を防止するためには、各税法においてできるだけ個別的に明確な規定を設けるよう   

努めるものとするが、諸般の事情の発達変遷を考慮するときは、このような措置だ   

けでは不充分であると認められるので、上記の実質課税の原則の一環として、租税   

回避行為は課税上否認することができる旨の規定を国税通則法に設けるものとする。   

なお、立法に際しては税法上容認されるべき行為まで否認する虞れのないように配   

慮するものとし、たとえば、その行為をするについて他の経済上の理由が主たる理   

由として合理的に認められる場合等にはあえて税法上否認しない旨を明らかにする   

ものとする。」と述べている（第二、二）。国税通則法の制定において、この答申   

の制度化は見送られたが、この答申には、一般的否認規定の必要性等、興味深い論   

点が含まれている。  

（6）税制調査会、昭和36年7月「国税通則法の制定に関する答申の説明（答申別冊）」   

では、立法の必要性について、「租税回避行為が無制限に許されるならば、租税負   

担の公平は著しく害される結果となろう。そのような租税行政がとうてい納税者の   

高い支持を得ることができないことは当然である。」（第2章、第2節、2・2、   

2（1））等の理由を述べ、「われわれは租税回避行為により不当に租税が回避され   

又は軽減されることのないよう努めて各税法に個別的に明確な対処規定を設けるこ   

とはもとよりであるが、広義の実質課税の原則の一環として租税回避行為につきこ   

れを否認する旨の最後の担保的な規定を国税通則法に設けることとすべきであると   

考えた。」（第2章、第2節、2・2、1（4））としている。  

（7）木村弘之亮教授は、これは確認規定である、と述べている。なお、同教授は、   

「契約自由と法形成の選択の濫用（法律の濫用）による租税法律の回避は、法律回   

避の一変形である」とし、「租税法律の回避とは、ある人の行動が租税法律の目的   

に合致するか又は反するかにかかわらず、解釈の限界からみて、当該租税法律要件   

が適用されえないように、その者が行勤することをいう。このような租税法律の回   

避（いわゆる租税回避）は、法律の類推適用によって阻止されうる。」としている   

（木村弘之亮『租税法総則』（成文堂、1998年）170頁）。  

（8）中里実「タックス・シェルターと租税回避否認」JTRI税研Vol．1483号、62～66   

頁。  

（9）タックス・へイブン対策税制は、租税特別措置法66条の6～9（法人税）、租税   

特別措置法40条の4～6（所得税）。移転価格税制は、租税特別措置法66条の4。   
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過小資本税制は、租税特別措置法66条の5。  

（10）法人税法132条、所得税法157条。  

（11）日本における外国税額控除制度の濫用事例と米国の対応を扱ったものに、占部裕   

典「外国税額控除制度の濫用形態とその規制一控除余裕枠の利用と経済的利益テス   

トー」納税協会連合会『総合税制研究（No．7）』（清文社、1999年）、17～65頁。  

（12）「法律に明文の否認規定が存在しない場合に否認が認められるかどうかについて、   

最高裁判所の判断は示されていない。しかし、租税法律主義のもとで、法律．の根拠   

なしに、当事者の選択した法形式を通常用いられる法形式にひきなおし、それに対   

応する課税要件が充足されたものとして取扱う権限を租税行政庁に認めることは困   

難である。また、否認の要件や基準の設定をめぐって、租税行政庁も裁判所もきわ   

めて複雑なそして決め手のない負担を背負うことになろう。したがって、法律の根   

拠がない限り租税回避行為の否認は認められないと解するのが、理論上も実務上も   

妥当であろう。……新しい租税回避の類型が生み出されるごとに、立法府は迅速に   

これに対応し、個別の否認規定を設けて問題の解決を図るべきであろう。、」ただし、   

「租税回避によって、通常用いられる法形式に対応する課税要件が充足されていな  

い、という主張がなされた場合に、私法上の法律関係の実質に立ち入って、それが   

真に充足されていないかどうかが判定されなければならないことは、いうまでもな   

い。」金子、前掲注2『租税法（第7版）』122～123頁。  

（13）金子、前掲注2『租税法（第7版）』130～131貢。  

（14）税制調査会、昭和36年7月「国税通則法の制定に関する答申」では、実質課税の   

原則について、「税法の解釈・適用に関しては、現行法においても従来からいわゆ   

る実質課税の原則の適用があるとされ、これに基づいた具体的な規定も各税法に部   

分的に散見されるのであるが、国税通則法制定の機会において、各税を通ずる基本   

的な課税の原則として次のようにこれを明らかにするものとする。」（第二）とし、   

「税法の解釈及び課税要件事実の判断については、各税法の目的に従い、租税負担   

の公平を図るよう、それらの経済的意義及び実質に即して行なうものとするという   

趣旨の原則規定をもうけるものとする。」（第二、一）としている。  

（15）SIMON・STAXES，Al．313～Al．317（Revised3r‘1ed．1983）．Bittker＆Lokken，   

FederalTaxationofIncome，Estate，andGif亡S，4．3．3～4．3．5（2nJed．1990）．渡辺   

徹也「英国判例における実質課税原則の変遷」税法学503～505号、渡辺徹也「租税   

回避否認原則に関する一考察一最近のイギリス判例を題材として－」民商法雑誌   

111巻1号～2号、渡辺徹也「イギリスにおける租税回避に関する規制と現状」   

「アメリカにおける租税回避に関する規制と現状」田中修監修・近畿税理士全編   

『租税回避行為をめぐる事例研究』（清文社、1998年）。  

（16）w．T．Ramsayv．InladdRevenueCommissioners，H．L．，［1981］1AllER865，   

［1981］S．T．C．174，  

（17）sIMONISTAXES，SuPranOte15，atAl．316．   
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（18）Inland．RevenueCommissionersv．DukeWestminster，HL［1935〕Al1ERRep  

259．［1935］19T．C．490．当事者の選択した法形式を課税上も尊重し、経済的な   

実質に基づく課税を否定している判例。  

（19）Ramsay［1981］1Al1ER865at871g－h・  

（20）Ramsay［1981］1Al1ER865at874i．  

（21）Furni＄S（InspectorofTaxes）v．Dawson，H．L．．［1984］1Al1ER530，［1984］S．  

T．C．153．  

（22）Furniss［1984］1Al1ER530at，543b－e．  

（23）Craven（InspectorofTaxes）v．White，H．L．，［1988］3Al1ER495，［1988］s．T．  

C．476．  

（24）White［1988］3Al1ER495at527a－b．渡辺、前掲注15「英国判例における実質課   

税原則の変遷」13頁。  

（25）Bittker＆Lokken，SupranOte15，at4．3．3～4．3．5の分類を採用した。  

（26）Bittker＆Lokken，SupranOte15，at4－34・日本における実質主義の議論につい   

ては、清永敬治『租税回避の研究』（ミネルヴァ書房、1995年）362～373頁、松沢智   

『新版租税実体法一法人税法解釈の基本原理－』（中央経済社、1994年）21～31頁。  

（27）Bittker＆Lokken，SupranOte15，at4－35．  

（28）渡辺、前掲注15「諸外国における租税回避に関する規制と現状」450～451頁。  
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第6章 結びにかえて  

電子商取引とは、高度情報化に伴う取引環境の電子化ということができる。  

これが経済のグローバル化とインターネットによる情報の共有化を背景に国際  

的に普及し、国際取引の容易性と低コスト化をもたらした。   

この電子商取引環境におては、外国法人や非居住者は、国内に拠点を持たず  

に消費者と直接取引することができる。この場合、現行の国際課税原則は、国  

内の物理的な存在に着目してその様得した所得に課税するので、消費者の所在  

地国では所得の源泉地国としての課税権は失われるかもしれない（1）。しかし、  

当該外国法人等は自己の居住地国でその所得について課税される。したがって、  

これは居住地国課税へのシフトであり、いわば国家間の税収配分の問題であろ  

う。一方、内国法人や居住者が国際取引を行った場合には、居住地国において  

はその全世界所得に課税し得るのであるから、もしその稼得した所得に課税で  

きないならば、居住地国としての課税権が失われることになる。これは課税主  

権の喪失の問題である。そして、これには2通りのケースが考えられる。ひと  

つは、国際的な電子商取引に現行の課税原則を適用したときに、結果として課  

税所得が国外流出する場合、すなわち「課税の空白」の場合である。もうひと  

つは、この点に着眼して、課税所得を意図的に国外に逃避させる場合、すなわ  

ち国際的租税回避の場合である。   

本研究は、国際的電子商取引における課税の空白が、国際的租税回避のイン  

センティブになるかもしれないという問題意識に基づいて研究し、国内措置に  

よって課税主権を維持する方策について考察したものである。考察においては、  

まず、「課税の空白」の起因となる電子商取引における資本所得の可動性と法  

人居住地の可動性を論点とした。前者については、取引の電子化と外為法改正  

に伴い、居住者がオフショアの集団投資ファンドに直接投資することが容易に  

なり、オフショアのロールアップ・ファンドに留保される投資所得が課税繰延  

べとなる、ということに着目した。この間題では、現行の国内規定による対処  

は困難であり、諸外国で採用している外国投資ファンド対策立法（FIFルー   
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ル）の導入を提言した。FIFルールとは、居住者が投資している外国投資フ  

ァンドに留保される利益を、その持分に応じて投資家の所得として課税する、  

というものである。後者については、インターネットを利用すれば、居住者は  

国内に居ながらにして、外国法人を設立することができる、ということに着目  

した。この場合、実際は内国法人と同様の活動をしながら、設立準拠法が外国  

法というだけで、その国外所得の日本における課税を免れることになる。これ  

については、法人税法における内国法人を、税法本来の本店所在地基準によっ  

て判定することにより、そのような外国設立法人を内国法人として課税するこ  

とが可能であることを論証した。   

そして、研究論文としてはやや論理の飛躍があるかもしれないが、国際的電  

子商取引における課税の空白の延長線上の問題として、租税回避否認の問題を  

論点とした。電子商取引による国際取引の容易性・低コスト化が、従来にはな  

い国際取引を利用した租税回避スキームを生み出す可能性があると考えたから  

である。これについては、英米法の判例法理を参考に、現行制度の枠内でどの  

程度の対処が可能かを検討した。そして、資本関係を有しない当事者間におけ  

る国際取引を組み込んだ租税回避スキームについて、スキーム自体を一個の取  

引と事実認定することによる対処の可能性を模索した。   

本研究では、居住者や内国法人が国際的な電子商取引を行った場合の課税の  

空白と租税回避の可能性の問題に論及し、わが国の課税主権の維持という観点  

から、それに対処するための国内的対応策について検討した。これらの問題の  

根本的な解決には、OECD租税委員会の「電子商取引」報告書や「有害な税  

の競争」報告書で示されたような、国際的議論による合意が必要であろう。し  

かし、例えば、「有害な税の競争」報告書における、ルクセンブルグおよびス  

イスの反対声明（2）は、このアプローチの困難性を示している。したがって、  

国際的に根本的な解決が図られるまでは、国内措置で対処できることはできる  

限り行うことが重要であると考える。本研究は、そのような方向を目指して考  

察したものである。   
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〔注〕  

（1）この間題については、拙稿「電子商取引における国際取引課税上の諸問題一外国   

法人の消費者向け取引の課税問題を中心として一」税務大学校論叢30号、1～46頁。  

（2）ルクセンブルグは、「意図的に産業上、商業上の活動を除外し、金融活動に限定   

することによって、有害な税の競争の特別部会により探求された本報告書は、部分   

的で、バランスを失したアプローチ」であるとしている。また、スイスは、「租税   

における一定の競争は、積極的な効果をもつと考える。特に、それにより、政府が、   

企業化精神を損ね、経済を阻害するような没収的（con五scato叩）な措置を採用す   

ることを抑制している。また、租税負担が最高税率水準に並ぶことを防止すること   

になる」としている。   
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